
市 議 案 第 ５ ５ 号  
一 般 職 の 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す  
る 条 例 の 設 定 に つ い て  

 一 般 職 の 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次

の よ う に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ５ 年 （ ２ ０ ２ ３ 年 ） ５ 月 ３ １ 日 提 出         
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  

非 常 勤 講 師 の 給 与 を 改 正 す る た め ， 提 案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

一般職の職員の給与に関する条例（昭和２８年豊中市条例第８号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員の給与） （法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員の給与） 

第３１条 （省 略） 第３１条 （省 略） 

２ （省 略） ２ （省 略） 

３ 前項に規定する報酬の額は，勤務の実態及び職務の内容に応じて，月額３

２０，１００円，日額１９，０００円又は時間額２，８８０円の範囲内で他

の職員との権衡を考慮して，市規則で定める。 

３ 前項に規定する報酬の額は，勤務の実態及び職務の内容に応じて，月額３

２０，１００円，日額１９，０００円又は時間額２，８９０円の範囲内で他

の職員との権衡を考慮して，市規則で定める。 

４～７ （省 略） ４～７ （省 略） 

附 則 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

２ この条例による改正後の一般職の職員の給与に関する条例（以下「改正後の条例」という。）の規定は，この条例の施行の日に在職する職員については，令

和５年４月１日から適用する。 

３ 改正後の条例の規定を適用する場合においては，この条例による改正前の一般職の職員の給与に関する条例の規定に基づいて支給された給与は，改正後の条

例の規定による給与の内払とみなす。 

４ 前項に定めるもののほか，この条例の施行に関し必要な事項は，市長が定める。 
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市 議 案 第 ５ ６ 号  
豊 中 市 市 税 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 設 定 に つ

い て  
 豊 中 市 市 税 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 設 定 す る

も の と す る 。  
 
  令 和 ５ 年 （ ２ ０ ２ ３ 年 ） ５ 月 ３ １ 日 提 出   
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  
 地 方 税 法 等 の 改 正 に 伴 い 個 人 の 市 民 税 に 係 る 給 与 所 得 者 の 扶

養 親 族 等 申 告 書 の 記 載 事 項 ， 長 寿 命 化 に 資 す る 大 規 模 修 繕 工 事

を 行 っ た マ ン シ ョ ン に 係 る 固 定 資 産 税 の 減 額 措 置 ， 軽 自 動 車 税

の 種 別 割 の 税 率 を 軽 減 す る 特 例 措 置 の 延 長 そ の 他 所 要 の 規 定 の

改 正 等 を 行 う と と も に ， 航 空 機 騒 音 区 域 の 土 地 に 対 す る 固 定 資

産 税 及 び 都 市 計 画 税 の 不 均 一 課 税 の 適 用 期 間 を 延 長 す る た め ，

提 案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

豊中市市税条例の一部を改正する条例 

豊中市市税条例（平成１５年豊中市条例第５１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除） （配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除） 

第２４条 （省 略） 第２４条 （省 略） 

２ 前項の規定により控除されるべき額で同項の所得割の額から控除するこ

とができなかった金額があるときは，当該控除することができなかった金額

は，法施行令第４８条の９の３から第４８条の９の６までに定めるところに

より，同項の納税義務者に対しその控除することができなかった金額を還付

し，又は当該納税義務者の同項の確定申告書に係る年の末日の属する年度の

翌年度分の個人の府民税若しくは市民税に充当し，若しくは当該納税義務者

の未納に係る徴収金に充当する。 

２ 前項の規定により控除されるべき額で同項の所得割の額から控除するこ

とができなかった金額があるときは，当該控除することができなかった金額

は，法施行令第４８条の９の３から第４８条の９の６までに定めるところに

より，同項の納税義務者に対しその控除することができなかった金額を還付

し，又は当該控除することができなかった金額のうち法第３１４条の９第２

項後段に規定する還付をすべき金額により当該納税義務者の前項の確定申

告書に係る年の末日の属する年度の翌年度分の個人の府民税，個人の市民税

若しくは森林環境税を納付し，若しくは納入し，若しくは当該納税義務者の

未納に係る徴収金を納付し，若しくは納入する。 

３ （省 略） ３ （省 略） 

（個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族等申告書） （個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族等申告書） 

第２８条の２ （省 略） 第２８条の２ （省 略） 

 ２ 前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定による申告書を給与支払者

を経由して提出する場合において，当該申告書に記載すべき事項がその年の

前年において当該給与支払者を経由して提出した前項又は法第３１７条の

３の２第１項の規定による申告書（その者が当該前年の中途において次項の

規定による申告書を当該給与支払者を経由して提出した場合には，当該前年
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

の最後に提出した同項の規定による申告書）に記載した事項と異動がないと

きは，給与所得者は，法施行規則で定めるところにより，前項又は法第３１

７条の３の２第１項の規定により記載すべき事項に代えて当該異動がない

旨を記載した前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定による申告書を

提出することができる。 

２ 前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定による申告書を提出した給

与所得者で市内に住所を有するものは，その年の中途において当該申告書に

記載した事項について異動を生じた場合には，前項又は法第３１７条の３の

２第１項の給与支払者からその異動を生じた日後最初に給与の支払を受け

る日の前日までに，法施行規則で定めるところにより，その異動の内容その

他法施行規則で定める事項を記載した申告書を，当該給与支払者を経由し

て，市長に提出しなければならない。 

３ 第１項又は法第３１７条の３の２第１項の規定による申告書を提出した

給与所得者で市内に住所を有するものは，その年の中途において当該申告書

に記載した事項について異動を生じた場合には，第１項又は法第３１７条の

３の２第１項の給与支払者からその異動を生じた日後最初に給与の支払を

受ける日の前日までに，法施行規則で定めるところにより，その異動の内容

その他法施行規則で定める事項を記載した申告書を，当該給与支払者を経由

して，市長に提出しなければならない。 

３ 前２項の場合において，これらの規定による申告書がその提出の際に経由

すべき給与支払者に受理されたときは，その申告書は，その受理された日に

市長に提出されたものとみなす。 

４ 第１項及び前項の場合において，これらの規定による申告書がその提出の

際に経由すべき給与支払者に受理されたときは，その申告書は，その受理さ

れた日に市長に提出されたものとみなす。 

４ 給与所得者は，第１項及び第２項の規定による申告書の提出の際に経由す

べき給与支払者が法施行令第４８条の９の７の２において準用する法施行

令第８条の２の２に規定する要件を満たす場合には，法施行規則で定めると

ころにより，当該申告書の提出に代えて，当該給与支払者に対し，当該申告

書に記載すべき事項を電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他

の情報通信の技術を利用する方法であって法施行規則で定めるものをいう。

次条第４項及び第５６条第３項において同じ。）により提供することができ

る。 

５ 給与所得者は，第１項及び第３項の規定による申告書の提出の際に経由す

べき給与支払者が法施行令第４８条の９の７の２において準用する法施行

令第８条の２の２に規定する要件を満たす場合には，法施行規則で定めると

ころにより，当該申告書の提出に代えて，当該給与支払者に対し，当該申告

書に記載すべき事項を電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他

の情報通信の技術を利用する方法であって法施行規則で定めるものをいう。

次条第４項及び第５６条第３項において同じ。）により提供することができ

る。 

５ 前項の規定の適用がある場合における第３項の規定の適用については，同 ６ 前項の規定の適用がある場合における第４項の規定の適用については，同
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

項中「申告書が」とあるのは「申告書に記載すべき事項を」と，「給与支払

者に受理されたとき」とあるのは「給与支払者が提供を受けたとき」と，「受

理された日」とあるのは「提供を受けた日」とする。 

項中「申告書が」とあるのは「申告書に記載すべき事項を」と，「給与支払

者に受理されたとき」とあるのは「給与支払者が提供を受けたとき」と，「受

理された日」とあるのは「提供を受けた日」とする。 

（個人の市民税の徴収の方法） （個人の市民税の徴収の方法等） 

第３１条 個人の市民税は，第３６条，第４３条の２第１項若しくは第２項，

第４３条の５又は第５１条の規定によって特別徴収の方法による場合を除

くほか，普通徴収の方法によって徴収する。 

第３１条 個人の市民税は，第３６条，第４３条の２第１項若しくは第２項，

第４３条の５又は第５１条の規定により特別徴収の方法による場合を除く

ほか，普通徴収の方法により徴収する。 

２ （省 略） ２ （省 略） 

 ３ 森林環境税は，当該個人の市民税の均等割を賦課し，及び徴収する場合に

併せて賦課し，及び徴収する。 

（個人の市民税の納税通知書） （個人の市民税の納税通知書） 

第３３条 個人の市民税の納税通知書に記載すべき各納期の納付額は，当該年

度分の個人の市民税額及び府民税額の合算額（第４３条第１項又は第４３条

の６第１項の規定によって徴収する場合にあっては特別徴収の方法によっ

て徴収されないことになった金額に相当する税額）を前条第１項の納期（第

４３条第１項又は第４３条の６第１項の規定によって徴収する場合にあっ

ては特別徴収の方法によって徴収されないこととなった日以後に到来する

納期）の数で除して得た額とする。 

第３３条 個人の市民税の納税通知書に記載すべき各納期の納付額は，当該年

度分の個人の市民税額，個人の府民税額及び森林環境税額の合算額（第４３

条第１項又は第４３条の６第１項の規定により徴収する場合にあっては特

別徴収の方法により徴収されないことになった金額に相当する税額）を前条

第１項の納期（第４３条第１項又は第４３条の６第１項の規定により徴収す

る場合にあっては特別徴収の方法により徴収されないこととなった日以後

に到来する納期）の数で除して得た額とする。 

（給与所得に係る個人の市民税の特別徴収） （給与所得に係る個人の市民税の特別徴収） 

第３６条 個人の市民税の納税義務者が当該年度の初日の属する年の前年中

において給与の支払を受けた者であり，かつ，同日において給与の支払を受

けている者（支給期間が１月を超える期間により定められている給与のみの

支払を受けていることその他これに類する理由があることにより，特別徴収

第３６条 個人の市民税の納税義務者が当該年度の初日の属する年の前年中

において給与の支払を受けた者であり，かつ，同日において給与の支払を受

けている者（支給期間が１月を超える期間により定められている給与のみの

支払を受けていることその他これに類する理由があることにより，特別徴収
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

の方法によって徴収することが著しく困難であると認められる者を除く。以

下この条において「給与所得者」という。）である場合においては，当該納

税義務者の前年中の給与所得に係る所得割額及び均等割額の合算額を特別

徴収の方法によって徴収する。 

の方法により徴収することが著しく困難であると認められる者を除く。以下

この条において「給与所得者」という。）である場合には，当該納税義務者

の前年中の給与所得に係る所得割額及び均等割額（これと併せて賦課徴収を

行う森林環境税額を含む。次項及び第５項において同じ。）の合算額を特別

徴収の方法により徴収する。 

２ 前項の給与所得者について，当該給与所得者の前年中の所得に給与所得以

外の所得がある場合においては，当該給与所得以外の所得に係る所得割額を

同項の規定によって特別徴収の方法によって徴収すべき給与所得に係る所

得割額及び均等割額の合算額に加算して特別徴収の方法によって徴収する。

ただし，第２７条第１項の申告書に給与所得以外の所得に係る所得割額を普

通徴収の方法によって徴収されたい旨の記載があるときは，この限りでな

い。 

２ 前項の給与所得者について，当該給与所得者の前年中の所得に給与所得以

外の所得がある場合には，当該給与所得以外の所得に係る所得割額を同項の

規定により特別徴収の方法により徴収すべき給与所得に係る所得割額及び

均等割額の合算額に加算して特別徴収の方法により徴収する。ただし，第２

７条第１項の申告書に給与所得以外の所得に係る所得割額を普通徴収の方

法により徴収されたい旨の記載があるときは，この限りでない。 

３ 前項本文の規定によって給与所得者の給与所得以外の所得に係る所得割

額を特別徴収の方法によって徴収することとなった後において，当該給与所

得者について給与所得以外の所得に係る所得割額の全部又は一部を特別徴

収の方法によって徴収することが適当でないと認められる特別の事情が生

じたため当該給与所得者から給与所得以外の所得に係る所得割額の全部又

は一部を普通徴収の方法により徴収することとされたい旨の申出があった

場合でその事情がやむを得ないと認められるときは，市長は，当該特別徴収

の方法によって徴収すべき給与所得以外の所得に係る所得割額でまだ特別

徴収により徴収していない額の全部又は一部を普通徴収の方法により徴収

する。 

３ 前項本文の規定により給与所得者の給与所得以外の所得に係る所得割額

を特別徴収の方法により徴収することとなった後において，当該給与所得者

について給与所得以外の所得に係る所得割額の全部又は一部を特別徴収の

方法により徴収することが適当でないと認められる特別の事情が生じたた

め当該給与所得者から給与所得以外の所得に係る所得割額の全部又は一部

を普通徴収の方法により徴収することとされたい旨の申出があった場合で

その事情がやむを得ないと認められるときは，市長は，当該特別徴収の方法

により徴収すべき給与所得以外の所得に係る所得割額でまだ特別徴収によ

り徴収していない額の全部又は一部を普通徴収の方法により徴収する。 

４ （省 略） ４ （省 略） 

５ 納税義務者である給与所得者に対し給与の支払をする者（法人でない社団 ５ 納税義務者である給与所得者に対し給与の支払をする者（法人でない社団
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

又は財団で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。以下同じ。）に当該

年度の初日の翌日から翌年の４月３０日までの間において異動を生じた場

合において，当該給与所得者が当該給与所得者に対して新たに給与の支払を

する者となった者（所得税法第１８３条の規定によって給与の支払をする際

所得税を徴収して納付する義務がある者に限る。次条第１項において同じ。）

を通じて，当該異動によって従前の給与の支払をする者から給与の支払を受

けなくなった日の属する月の翌月の１０日（その支払を受けなくなった日が

翌年の４月中である場合には，同月３０日）までに，第１項の規定により特

別徴収の方法によって徴収されるべき前年中の給与所得に係る所得割額及

び均等割額の合算額（既に特別徴収の方法によって徴収された金額があると

きは，当該金額を控除した金額）を特別徴収の方法によって徴収されたい旨

の申出をしたときは，当該合算額を特別徴収の方法によって徴収するものと

する。ただし，当該申出が翌年の４月中にあった場合において，特別徴収の

方法によって徴収することが困難であると市長が認めるときは，この限りで

ない。 

又は財団で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。以下同じ。）に当該

年度の初日の翌日から翌年の４月３０日までの間において異動を生じた場

合において，当該給与所得者が当該給与所得者に対して新たに給与の支払を

する者となった者（所得税法第１８３条の規定により給与の支払をする際所

得税を徴収して納付する義務がある者に限る。次条第１項において同じ。）

を通じて，当該異動により従前の給与の支払をする者から給与の支払を受け

なくなった日の属する月の翌月の１０日（その支払を受けなくなった日が翌

年の４月中である場合には，同月３０日）までに，第１項の規定により特別

徴収の方法により徴収されるべき前年中の給与所得に係る所得割額及び均

等割額の合算額（既に特別徴収の方法により徴収された金額があるときは，

当該金額を控除した金額）を特別徴収の方法により徴収されたい旨の申出を

したときは，当該合算額を特別徴収の方法により徴収するものとする。ただ

し，当該申出が翌年の４月中にあった場合において，特別徴収の方法により

徴収することが困難であると市長が認めるときは，この限りでない。 

（給与所得に係る特別徴収税額の納入の義務等） （給与所得に係る特別徴収税額の納入の義務等） 

第３８条 前条の特別徴収義務者は，法第３２１条の４第２項に規定する期日

までに同条第１項後段（同条第６項において準用する場合を含む。）の規定

による通知を受け取った場合にあっては当該通知に係る給与所得に係る特

別徴収税額の１２分の１の額を６月から翌年５月まで，当該期日後に当該通

知を受け取った場合にあっては当該通知に係る給与所得に係る特別徴収税

額を当該通知のあった日の属する月の翌月から翌年５月までの間の月数で

除して得た額を当該通知のあった日の属する月の翌月から翌年５月まで，そ

れぞれ給与の支払をする際毎月徴収し，その徴収した月の翌月の１０日まで

第３８条 前条の特別徴収義務者は，法第３２１条の４第２項に規定する期日

までに同条第１項後段（同条第６項において準用する場合を含む。）の規定

による通知を受け取った場合にあっては当該通知に係る給与所得に係る特

別徴収税額の１２分の１の額を６月から翌年５月まで，当該期日後に当該通

知を受け取った場合にあっては当該通知に係る給与所得に係る特別徴収税

額を当該通知のあった日の属する月の翌月から翌年５月までの間の月数で

除して得た額を当該通知のあった日の属する月の翌月から翌年５月まで，そ

れぞれ給与の支払をする際毎月徴収し，その徴収した月の翌月の１０日まで
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

に，これを納入書によって納入しなければならない。ただし，当該通知に係

る給与所得に係る特別徴収税額が均等割額に相当する金額以下である場合

には，当該通知に係る給与所得に係る特別徴収税額を最初に徴収すべき月に

給与の支払をする際その全額を徴収し，その徴収した月の翌月の１０日まで

に，これを納入書によって納入しなければならない。 

に，これを納入書により納入しなければならない。ただし，当該通知に係る

給与所得に係る特別徴収税額が均等割額に相当する金額以下である場合に

は，当該通知に係る給与所得に係る特別徴収税額を最初に徴収すべき月に給

与の支払をする際その全額を徴収し，その徴収した月の翌月の１０日まで

に，これを納入書により納入しなければならない。 

２ 前項の特別徴収義務者は，前条の規定によってその者が徴収すべき給与所

得に係る特別徴収税額に係る個人の市民税の納税義務者が当該特別徴収義

務者から給与の支払を受けないこととなった場合においては，その事由が発

生した日の属する月の翌月以降の月割額（前項の規定によって特別徴収義務

者が給与の支払をする際毎月徴収すべき額をいう。以下この条及び第４２条

において同じ。）は，これを徴収して納入する義務を負わない。ただし，そ

の事由が当該年度の初日の属する年の６月１日から１２月３１日までの間

において発生し，かつ，法施行規則で定めるところによりその事由が発生し

た日の属する月の翌月以降の月割額を特別徴収の方法によって徴収された

い旨の納税義務者からの申出があった場合及びその事由がその年の翌年の

１月１日から４月３０日までの間において発生した場合には，当該納税義務

者に対してその年の５月３１日までの間に支払われるべき給与又は退職手

当等で当該月割額の全額に相当する金額を超えるものがあるときに限り，そ

の者に支払われるべき給与又は退職手当等の支払をする際，当該月割額の全

額（同日までに当該給与又は退職手当等の全部又は一部の支払がされないこ

ととなったときにあっては，同日までに支払われた当該給与又は退職手当等

の額から徴収することができる額）を徴収し，その徴収した月の翌月の１０

日までに，これを納入書によって納入しなければならない。 

２ 前項の特別徴収義務者は，前条の規定によりその者が徴収すべき給与所得

に係る特別徴収税額に係る個人の市民税の納税義務者が当該特別徴収義務

者から給与の支払を受けないこととなった場合には，その事由が発生した日

の属する月の翌月以降の月割額（前項の規定により特別徴収義務者が給与の

支払をする際毎月徴収すべき額をいう。以下この条及び第４２条において同

じ。）は，これを徴収して納入する義務を負わない。ただし，その事由が当

該年度の初日の属する年の６月１日から１２月３１日までの間において発

生し，かつ，法施行規則で定めるところによりその事由が発生した日の属す

る月の翌月以降の月割額を特別徴収の方法により徴収されたい旨の納税義

務者からの申出があった場合及びその事由がその年の翌年の１月１日から

４月３０日までの間において発生した場合には，当該納税義務者に対してそ

の年の５月３１日までの間に支払われるべき給与又は退職手当等で当該月

割額の全額に相当する金額を超えるものがあるときに限り，その者に支払わ

れるべき給与又は退職手当等の支払をする際，当該月割額の全額（同日まで

に当該給与又は退職手当等の全部又は一部の支払がされないこととなった

ときにあっては，同日までに支払われた当該給与又は退職手当等の額から徴

収することができる額）を徴収し，その徴収した月の翌月の１０日までに，

これを納入書により納入しなければならない。 

３ （省 略） ３ （省 略） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（給与所得に係る特別徴収税額の普通徴収税額への繰入れ） （給与所得に係る特別徴収税額の普通徴収税額への繰入れ） 

第４３条 個人の市民税の納税者が給与の支払を受けなくなったこと等によ

り給与所得に係る特別徴収税額を特別徴収の方法によって徴収されないこ

ととなった場合においては，特別徴収の方法によって徴収されないこととな

った金額に相当する税額は，その特別徴収の方法によって徴収されないこと

となった日以後において到来する第３２条第１項の納期がある場合におい

てはそのそれぞれの納期において，その日以後に到来する同項の納期がない

場合においては直ちに，普通徴収の方法によって徴収するものとする。 

第４３条 個人の市民税の納税者が給与の支払を受けなくなったこと等によ

り給与所得に係る特別徴収税額を特別徴収の方法により徴収されないこと

となった場合には，特別徴収の方法により徴収されないこととなった金額に

相当する税額は，その特別徴収の方法により徴収されないこととなった日以

後において到来する第３２条第１項の納期がある場合にはそのそれぞれの

納期において，その日以後に到来する同項の納期がない場合には直ちに，普

通徴収の方法により徴収するものとする。 

２ 法第３２１条の６第１項の通知によって変更された給与所得に係る特別

徴収税額に係る個人の市民税の納税者について，既に特別徴収義務者から市

に納入された給与所得に係る特別徴収税額が当該納税者から徴収すべき給

与所得に係る特別徴収税額を超える場合（徴収すべき給与所得に係る特別徴

収税額がない場合を含む。）において当該納税者の未納に係る徴収金がある

ときは，当該過納又は誤納に係る税額は，法第１７条の２の規定の例によっ

て当該納税者の未納に係る徴収金に充当することができる。 

２ 法第３２１条の６第１項の通知により変更された給与所得に係る特別徴

収税額に係る個人の市民税の納税者について，既に特別徴収義務者から市に

納入された給与所得に係る特別徴収税額が当該納税者から徴収すべき給与

所得に係る特別徴収税額を超える場合（徴収すべき給与所得に係る特別徴収

税額がない場合を含む。）において当該納税者の未納に係る徴収金があると

きは，当該過納又は誤納に係る税額は，法第１７条の２の２第１項第２号に

規定する市町村徴収金関係過誤納金とみなして，同条第３項，第６項及び第

７項の規定を適用することができるものとし，当該市町村徴収金関係過誤納

金により当該納税者の未納に係る徴収金を納付し，又は納入することを委託

したものとみなす。 

（公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の特別徴収） （公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の特別徴収） 

第４３条の２ 個人の市民税の納税義務者が当該年度の初日の属する年の前

年中において公的年金等の支払を受けた者であり，かつ，同日において老齢

等年金給付（法第３２１条の７の２第１項の老齢等年金給付をいう。以下こ

の節において同じ。）の支払を受けている年齢６５歳以上の者（特別徴収の

方法によって徴収することが著しく困難であると認められるものとして次

第４３条の２ 個人の市民税の納税義務者が当該年度の初日の属する年の前

年中において公的年金等の支払を受けた者であり，かつ，同日において老齢

等年金給付（法第３２１条の７の２第１項の老齢等年金給付をいう。以下こ

の節において同じ。）の支払を受けている年齢６５歳以上の者（特別徴収の

方法により徴収することが著しく困難であると認められるものとして次に
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

に掲げるものを除く。以下この節において「特別徴収対象年金所得者」とい

う。）である場合においては，当該納税義務者の前年中の公的年金等に係る

所得に係る所得割額及び均等割額の合算額（当該納税義務者に係る均等割額

を第３６条第１項の規定により特別徴収の方法によって徴収する場合にお

いては，公的年金等に係る所得に係る所得割額。以下この条及び第４３条の

５において同じ。）の２分の１に相当する額（以下この節において「年金所

得に係る特別徴収税額」という。）を当該年度の初日の属する年の１０月１

日から翌年の３月３１日までの間に支払われる老齢等年金給付から当該老

齢等年金給付の支払の際に特別徴収の方法によって徴収する。 

掲げるものを除く。以下この節において「特別徴収対象年金所得者」という。）

である場合には，当該納税義務者の前年中の公的年金等に係る所得に係る所

得割額及び均等割額（これと併せて賦課徴収を行う森林環境税額を含む。以

下この条及び第４３条の５において同じ。）の合算額（当該納税義務者に係

る均等割額を第３６条第１項の規定により特別徴収の方法により徴収する

場合には，公的年金等に係る所得に係る所得割額。以下この条及び第４３条

の５において同じ。）の２分の１に相当する額（以下この節において「年金

所得に係る特別徴収税額」という。）を当該年度の初日の属する年の１０月

１日から翌年の３月３１日までの間に支払われる老齢等年金給付から当該

老齢等年金給付の支払の際に特別徴収の方法により徴収する。 

(１) （省 略） (１) （省 略） 

(２) 特別徴収の方法によって徴収することとした場合には当該年度にお

いて当該老齢等年金給付の支払を受けないこととなると認められる者 

(２) 特別徴収の方法により徴収することとした場合には当該年度におい

て当該老齢等年金給付の支払を受けないこととなると認められる者 

２ 前項の特別徴収対象年金所得者について，当該特別徴収対象年金所得者の

前年中の所得に給与所得及び公的年金等に係る所得以外の所得がある場合

（第３６条第４項の規定により読み替えて適用される同条第２項ただし書

に規定する場合を除く。）においては，当該給与所得及び公的年金等に係る

所得以外の所得に係る所得割額を前項の規定によって特別徴収の方法によ

って徴収すべき年金所得に係る特別徴収税額に加算して特別徴収の方法に

よって徴収することができる。 

２ 前項の特別徴収対象年金所得者について，当該特別徴収対象年金所得者の

前年中の所得に給与所得及び公的年金等に係る所得以外の所得がある場合

（第３６条第４項の規定により読み替えて適用される同条第２項ただし書

に規定する場合を除く。）には，当該給与所得及び公的年金等に係る所得以

外の所得に係る所得割額を前項の規定により特別徴収の方法により徴収す

べき年金所得に係る特別徴収税額に加算して特別徴収の方法により徴収す

ることができる。 

３ 第１項の特別徴収対象年金所得者に対して課する個人の市民税のうち当

該特別徴収対象年金所得者の前年中の公的年金等に係る所得に係る所得割

額及び均等割額の合算額から年金所得に係る特別徴収税額を控除した額を

第３２条第１項の納期のうち当該年度の初日からその日の属する年の９月

３ 第１項の特別徴収対象年金所得者に対して課する個人の市民税のうち当

該特別徴収対象年金所得者の前年中の公的年金等に係る所得に係る所得割

額及び均等割額の合算額から年金所得に係る特別徴収税額を控除した額を

第３２条第１項の納期のうち当該年度の初日からその日の属する年の９月
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

３０日までの間に到来するものにおいて普通徴収の方法によって徴収する。 ３０日までの間に到来するものにおいて普通徴収の方法により徴収する。 

（年金所得に係る特別徴収税額等の普通徴収税額への繰入れ） （年金所得に係る特別徴収税額等の普通徴収税額への繰入れ） 

第４３条の６ 法第３２１条の７の７第１項又は第３項（これらの規定を法第

３２１条の７の８第３項において読み替えて準用する場合を含む。）の規定

により特別徴収の方法によって徴収されないこととなった金額に相当する

税額は，その特別徴収の方法によって徴収されないこととなった日以後にお

いて到来する第３２条第１項の納期がある場合においてはそのそれぞれの

納期において，その日以後に到来する同項の納期がない場合においては直ち

に，普通徴収の方法によって徴収するものとする。 

第４３条の６ 法第３２１条の７の７第１項又は第３項（これらの規定を法第

３２１条の７の８第３項において読み替えて準用する場合を含む。）の規定

により特別徴収の方法により徴収されないこととなった金額に相当する税

額は，その特別徴収の方法により徴収されないこととなった日以後において

到来する第３２条第１項の納期がある場合にはそのそれぞれの納期におい

て，その日以後に到来する同項の納期がない場合には直ちに，普通徴収の方

法により徴収するものとする。 

２ 法第３２１条の７の７第３項（法第３２１条の７の８第３項において読み

替えて準用する場合を含む。）の規定により年金所得に係る特別徴収税額又

は年金所得に係る仮特別徴収税額を特別徴収の方法によって徴収されない

こととなった特別徴収対象年金所得者について，既に特別徴収義務者から市

に納入された年金所得に係る特別徴収税額又は年金所得に係る仮特別徴収

税額が当該特別徴収対象年金所得者から徴収すべき年金所得に係る特別徴

収税額又は年金所得に係る仮特別徴収税額を超える場合（徴収すべき年金所

得に係る特別徴収税額又は年金所得に係る仮特別徴収税額がない場合を含

む。）において当該特別徴収対象年金所得者の未納に係る徴収金があるとき

は，当該過納又は誤納に係る税額は，法第１７条の２の規定の例によって当

該特別徴収対象年金所得者の未納に係る徴収金に充当することができる。 

２ 法第３２１条の７の７第３項（法第３２１条の７の８第３項において読み

替えて準用する場合を含む。）の規定により年金所得に係る特別徴収税額又

は年金所得に係る仮特別徴収税額を特別徴収の方法により徴収されないこ

ととなった特別徴収対象年金所得者について，既に特別徴収義務者から市に

納入された年金所得に係る特別徴収税額又は年金所得に係る仮特別徴収税

額が当該特別徴収対象年金所得者から徴収すべき年金所得に係る特別徴収

税額又は年金所得に係る仮特別徴収税額を超える場合（徴収すべき年金所得

に係る特別徴収税額又は年金所得に係る仮特別徴収税額がない場合を含

む。）において当該特別徴収対象年金所得者の未納に係る徴収金があるとき

は，当該過納又は誤納に係る税額は，法第１７条の２の２第１項第２号に規

定する市町村徴収金関係過誤納金とみなして，同条第３項，第６項及び第７

項の規定を適用することができるものとし，当該市町村徴収金関係過誤納金

により当該特別徴収対象年金所得者の未納に係る徴収金を納付し，又は納入

することを委託したものとみなす。 

（法人の市民税に係る不足税額の納付の手続） （法人の市民税に係る不足税額の納付の手続） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

第４５条 （省 略） 第４５条 （省 略） 

２ 前項の場合においては，その不足税額に法第３２１条の８第１項，第２項

又は第３１項の納期限（同条第３５項の申告納付に係る法人税割に係る不足

税額がある場合には，同条第１項又は第２項の納期限とし，納期限の延長が

あった場合には，その延長された納期限とする。第４項第１号において同

じ。）の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ，年１４．６パーセント

（前項の納期限までの期間又は当該納期限の翌日から１月を経過する日ま

での期間については，年７．３パーセント）の割合を乗じて計算した金額に

相当する延滞金額を加算して納付しなければならない。 

２ 前項の場合には，その不足税額に法第３２１条の８第１項，第２項又は第

３１項の納期限（同条第３５項の申告納付に係る法人税割に係る不足税額が

ある場合には，同条第１項又は第２項の納期限とし，納期限の延長があった

場合には，その延長された納期限とする。第４項第１号において同じ。）の

翌日から納付の日までの期間の日数に応じ，年１４．６パーセント（前項の

納期限までの期間又は当該納期限の翌日から１月を経過する日までの期間

については，年７．３パーセント）の割合を乗じて計算した金額に相当する

延滞金額を加算して納付しなければならない。 

３・４ （省 略） ３・４ （省 略） 

（種別割の税率） （種別割の税率） 

第８９条 次の各号に掲げる軽自動車等に対して課する種別割の税率は，１台

について，それぞれ当該各号に定める額とする。 

第８９条 次の各号に掲げる軽自動車等に対して課する種別割の税率は，１台

について，それぞれ当該各号に定める額とする。 

(１) 原動機付自転車 (１) 原動機付自転車 

ア～ウ （省 略） ア～ウ （省 略） 

エ ３輪以上のもの（車室を備えず，かつ，輪距（２以上の輪距を有する

ものにあっては，その輪距のうち最大のもの）が０．５メートル以下で

あるもの及び側面が構造上開放されている車室を備え，かつ，輪距が０．

５メートル以下の３輪のものを除く。）で，総排気量が０．０２リット

ルを超えるもの又は定格出力が０．２５キロワットを超えるもの 

エ ３輪以上のもの（車室を備えず，かつ，輪距（２以上の輪距を有する

ものにあっては，その輪距のうち最大のもの）が０．５メートル以下で

あるもの，側面が構造上開放されている車室を備え，かつ，輪距が０．

５メートル以下の３輪のもの及び道路運送車両の保安基準（昭和２６年

運輸省令第６７号）第１条第１項第１３号の６に規定する特定小型原動

機付自転車を除く。）で，総排気量が０．０２リットルを超えるもの又

は定格出力が０．２５キロワットを超えるもの 

年額 ３，７００円 年額 ３，７００円 

13



（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

(２)・(３) （省 略） (２)・(３) （省 略） 

附 則 附 則 

（肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例） （肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例） 

第９条 昭和５７年度から令和６年度までの各年度分の個人の市民税に限り，

所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第２５条第１項各号に掲げ

る売却の方法により当該各号に定める肉用牛を売却し，かつ，その売却した

肉用牛が全て同項に規定する免税対象飼育牛（次項において「免税対象飼育

牛」という。）である場合（その売却した肉用牛の頭数の合計が１，５００

頭以内である場合に限る。）において，第２７条第１項の規定による申告書

（その提出期限後において市民税の納税通知書が送達される時までに提出

されたもの及びその時までに提出された第２８条第１項の確定申告書を含

む。次項において同じ。）にその肉用牛の売却に係る同法第２５条第１項に

規定する事業所得の明細に関する事項の記載があるとき（これらの申告書に

その記載がないことについてやむを得ない理由があると市長が認めるとき

を含む。次項において同じ。）は，当該事業所得に係る市民税の所得割の額

（前年の第１８条第１項に規定する総所得金額に係る市民税の所得割の額

から，当該事業所得がないものとして計算した場合における同項の総所得金

額に係る市民税の所得割の額を控除した額とする。）を免除する。 

第９条 昭和５７年度から令和９年度までの各年度分の個人の市民税に限り，

所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第２５条第１項各号に掲げ

る売却の方法により当該各号に定める肉用牛を売却し，かつ，その売却した

肉用牛が全て同項に規定する免税対象飼育牛（次項において「免税対象飼育

牛」という。）である場合（その売却した肉用牛の頭数の合計が１，５００

頭以内である場合に限る。）において，第２７条第１項の規定による申告書

（その提出期限後において市民税の納税通知書が送達される時までに提出

されたもの及びその時までに提出された第２８条第１項の確定申告書を含

む。次項において同じ。）にその肉用牛の売却に係る同法第２５条第１項に

規定する事業所得の明細に関する事項の記載があるとき（これらの申告書に

その記載がないことについてやむを得ない理由があると市長が認めるとき

を含む。次項において同じ。）は，当該事業所得に係る市民税の所得割の額

（前年の第１８条第１項に規定する総所得金額に係る市民税の所得割の額

から，当該事業所得がないものとして計算した場合における同項の総所得金

額に係る市民税の所得割の額を控除した額とする。）を免除する。 

２・３ （省 略） ２・３ （省 略） 

（読替規定） （読替規定） 

第１１条 （省 略） 第１１条 （省 略） 

２ 法附則第１５条第１項，第１３項から第１５項まで，第１７項，第１９項，

第２４項，第３２項，第３３項，第３５項若しくは第３９項又は第６３条の

規定の適用がある各年度分の都市計画税に限り，第１３６条第２項中「又は

２ 法附則第１５条第１項，第１３項から第１５項まで，第１７項，第１９項，

第２４項，第３２項，第３３項，第３５項，第３９項若しくは第４６項又は

第６３条の規定の適用がある各年度分の都市計画税に限り，第１３６条第２
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

第３３項」とあるのは，「若しくは第３３項又は附則第１５条若しくは第６

３条」とする。 

項中「又は第３３項」とあるのは，「若しくは第３３項又は附則第１５条若

しくは第６３条」とする。 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） （法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第１１条の２ （省 略） 第１１条の２ （省 略） 

２～９ （省 略） ２～９ （省 略） 

 10 法附則第１５条の９の３第１項の条例で定める割合は，３分の１とする。 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする者が

すべき申告等） 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする者が

すべき申告等） 

第１２条 （省 略） 第１２条 （省 略） 

２～11 （省 略） ２～11 （省 略） 

 12 法附則第１５条の９の３第１項に規定する特定マンションに係る区分所

有に係る家屋について，同項の規定の適用を受けようとする者は，当該特定

マンションに係る同項に規定する工事が完了した日から３月以内に，次に掲

げる事項を記載し，かつ，法施行規則附則第７条第１６項各号に掲げる書類

を添付した申告書を市長に提出しなければならない。 

(１) 納税義務者の住所，氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番

号又は法人番号を有しない者にあっては，住所及び氏名又は名称） 

 (２) 家屋の所在，家屋番号，種類及び床面積 

 (３) 家屋の建築年月日及び登記年月日 

 (４) 当該工事が完了した年月日 

 (５) 当該工事が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出する場

合には，３月以内に提出することができなかった理由 

12・13 （省 略） 13・14 （省 略） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（航空機騒音区域の土地に対する固定資産税及び都市計画税の不均一課税） （航空機騒音区域の土地に対する固定資産税及び都市計画税の不均一課税） 

第３０条の２ 公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に

関する法律（昭和４２年法律第１１０号）第９条の２第１項に規定する第３

種区域（昭和６２年運輸省告示第１号，平成１０年運輸省告示第１２３号及

び平成２１年国土交通省告示第２４６号により第３種区域の指定を解除さ

れた区域並びにこれに相当する区域と市長が認める区域を含む。以下この条

において「第３種区域」という。）又は同法第９条第１項に規定する第２種

区域（昭和６２年運輸省告示第１号，平成１０年運輸省告示第１２３号及び

平成２１年国土交通省告示第２４６号により第２種区域の指定を解除され

た区域並びにこれに相当する区域と市長が認める区域を含み，第３種区域を

除く。以下この条において「第２種区域」という。）内にその全部又は一部

が所在する住宅用地又は市街化区域農地に対して課する平成１８年度から

令和５年度までの各年度分の固定資産税の額は，当該住宅用地又は市街化区

域農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準に相当する額に，第６８条

に規定する税率に次の表の左欄に掲げる区域の区分に応じ同表の右欄に掲

げる率を乗じて得た率を乗じて得た額を当該住宅用地又は市街化区域農地

に係る当該年度分の固定資産税額（この項の規定の適用がないものとした場

合における固定資産税額とする。）から控除した額に相当する額とする。 

第３０条の２ 公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に

関する法律（昭和４２年法律第１１０号）第９条の２第１項に規定する第３

種区域（昭和６２年運輸省告示第１号，平成１０年運輸省告示第１２３号及

び平成２１年国土交通省告示第２４６号により第３種区域の指定を解除さ

れた区域並びにこれに相当する区域と市長が認める区域を含む。以下この条

において「第３種区域」という。）又は同法第９条第１項に規定する第２種

区域（昭和６２年運輸省告示第１号，平成１０年運輸省告示第１２３号及び

平成２１年国土交通省告示第２４６号により第２種区域の指定を解除され

た区域並びにこれに相当する区域と市長が認める区域を含み，第３種区域を

除く。以下この条において「第２種区域」という。）内にその全部又は一部

が所在する住宅用地又は市街化区域農地に対して課する平成１８年度から

令和８年度までの各年度分の固定資産税の額は，当該住宅用地又は市街化区

域農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準に相当する額に，第６８条

に規定する税率に次の表の左欄に掲げる区域の区分に応じ同表の右欄に掲

げる率を乗じて得た率を乗じて得た額を当該住宅用地又は市街化区域農地

に係る当該年度分の固定資産税額（この項の規定の適用がないものとした場

合における固定資産税額とする。）から控除した額に相当する額とする。 

次の表 （省 略） 次の表 （省 略） 

２ 第３種区域又は第２種区域内にその全部又は一部が所在する住宅用地又

は市街化区域農地に対して課する平成１８年度から令和５年度までの各年

度分の都市計画税の額は，当該住宅用地又は市街化区域農地に係る当該年度

分の都市計画税の課税標準に相当する額に，第１３７条に規定する税率に前

項の表の左欄に掲げる区域の区分に応じ同表の右欄に掲げる率を乗じて得

２ 第３種区域又は第２種区域内にその全部又は一部が所在する住宅用地又

は市街化区域農地に対して課する平成１８年度から令和８年度までの各年

度分の都市計画税の額は，当該住宅用地又は市街化区域農地に係る当該年度

分の都市計画税の課税標準に相当する額に，第１３７条に規定する税率に前

項の表の左欄に掲げる区域の区分に応じ同表の右欄に掲げる率を乗じて得
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

た率を乗じて得た額を当該住宅用地又は市街化区域農地に係る当該年度分

の都市計画税額（この項の規定の適用がないものとした場合における都市計

画税額とする。）から控除した額に相当する額とする。 

た率を乗じて得た額を当該住宅用地又は市街化区域農地に係る当該年度分

の都市計画税額（この項の規定の適用がないものとした場合における都市計

画税額とする。）から控除した額に相当する額とする。 

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例） （軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例） 

第３０条の３の２ （省 略） 第３０条の３の２ （省 略） 

２・３ （省 略） ２・３ （省 略） 

４ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の環境性能

割の額は，同項の不足額に，これに１００分の１０の割合を乗じて計算した

金額を加算した金額とする。 

４ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の環境性能

割の額は，同項の不足額に，これに１００分の３５の割合を乗じて計算した

金額を加算した金額とする。 

（軽自動車税の種別割の税率の特例） （軽自動車税の種別割の税率の特例） 

第３１条 （省 略） 第３１条 （省 略） 

２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車に

対する第８９条の規定の適用については，当該軽自動車が令和４年４月１日

から令和５年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令

和５年度分の軽自動車税の種別割に限り，次の表の左欄に掲げる同条の規定

中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車に

対する第８９条の規定の適用については，当該軽自動車が令和４年４月１日

から令和８年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には，当

該初回車両番号指定を受けた日の属する年度の翌年度分の軽自動車税の種

別割に限り，次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句

は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

次の表 （省 略） 次の表 （省 略） 

３ 法附則第３０条第３項の規定の適用を受ける３輪以上の法第４４６条第

１項第３号に規定するガソリン軽自動車（以下この項及び次項において「ガ

ソリン軽自動車」という。）（営業用の乗用のものに限る。）に対する第８

９条の規定の適用については，当該ガソリン軽自動車が令和４年４月１日か

ら令和５年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和

３ 法附則第３０条第３項の規定の適用を受ける３輪以上の法第４４６条第

１項第３号に規定するガソリン軽自動車（以下この項及び次項において「ガ

ソリン軽自動車」という。）（営業用の乗用のものに限る。）に対する第８

９条の規定の適用については，当該ガソリン軽自動車が令和４年４月１日か

ら令和８年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には，当該
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

５年度分の軽自動車税の種別割に限り，同条第２号ア(イ)中「３，９００円」

とあるのは「２，０００円」と，同号ア(ウ)ａ中「６，９００円」とあるの

は「３，５００円」とする。 

初回車両番号指定を受けた日の属する年度の翌年度分の軽自動車税の種別

割に限り，同条第２号ア(イ)中「３，９００円」とあるのは「２，０００円」

と，同号ア(ウ)ａ中「６，９００円」とあるのは「３，５００円」とする。 

４ 法附則第３０条第４項の規定の適用を受ける３輪以上のガソリン軽自動

車（前項の規定の適用を受けるものを除き，営業用の乗用のものに限る。）

に対する第８９条の規定の適用については，当該ガソリン軽自動車が令和４

年４月１日から令和５年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた

場合には令和５年度分の軽自動車税の種別割に限り，同条第２号ア(イ)中

「３，９００円」とあるのは「３，０００円」と，同号ア(ウ)ａ中「６，９

００円」とあるのは「５，２００円」とする。 

４ 法附則第３０条第４項の規定の適用を受ける３輪以上のガソリン軽自動

車（前項の規定の適用を受けるものを除き，営業用の乗用のものに限る。）

に対する第８９条の規定の適用については，当該ガソリン軽自動車が令和４

年４月１日から令和７年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた

場合には，当該初回車両番号指定を受けた日の属する年度の翌年度分の軽自

動車税の種別割に限り，同条第２号ア(イ)中「３，９００円」とあるのは「３，

０００円」と，同号ア(ウ)ａ中「６，９００円」とあるのは「５，２００円」

とする。 

（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） （軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 

第３２条 （省 略） 第３２条 （省 略） 

２ （省 略） ２ （省 略） 

３ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の種別割の

額は，同項の不足額に，これに１００分の１０の割合を乗じて計算した金額

を加算した金額とする。 

３ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の種別割の

額は，同項の不足額に，これに１００分の３５の割合を乗じて計算した金額

を加算した金額とする。 

（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得に係る

市民税の課税の特例） 

（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得に係る

市民税の課税の特例） 

第３９条 昭和６３年度から令和５年度までの各年度分の個人の市民税に限

り，所得割の納税義務者が前年中に前条第１項に規定する譲渡所得の基因と

なる土地等（租税特別措置法第３１条第１項に規定する土地等をいう。以下

この条において同じ。）の譲渡（同項に規定する譲渡をいう。以下この条に

おいて同じ。）をした場合において，当該譲渡が優良住宅地等のための譲渡

第３９条 昭和６３年度から令和８年度までの各年度分の個人の市民税に限

り，所得割の納税義務者が前年中に前条第１項に規定する譲渡所得の基因と

なる土地等（租税特別措置法第３１条第１項に規定する土地等をいう。以下

この条において同じ。）の譲渡（同項に規定する譲渡をいう。以下この条に

おいて同じ。）をした場合において，当該譲渡が優良住宅地等のための譲渡
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（法附則第３４条の２第１項に規定する優良住宅地等のための譲渡をい

う。）に該当するときにおける前条第１項に規定する譲渡所得（次条の規定

の適用を受ける譲渡所得を除く。次項において同じ。）に係る課税長期譲渡

所得金額に対して課する市民税の所得割の額は，前条第１項の規定にかかわ

らず，次の各号に掲げる場合の区分に応じ，当該各号に定める金額に相当す

る額とする。 

（法附則第３４条の２第１項に規定する優良住宅地等のための譲渡をい

う。）に該当するときにおける前条第１項に規定する譲渡所得（次条の規定

の適用を受ける譲渡所得を除く。次項において同じ。）に係る課税長期譲渡

所得金額に対して課する市民税の所得割の額は，前条第１項の規定にかかわ

らず，次の各号に掲げる場合の区分に応じ，当該各号に定める金額に相当す

る額とする。 

(１)・(２) （省 略） (１)・(２) （省 略） 

２ 前項の規定は，昭和６３年度から令和５年度までの各年度分の個人の市民

税に限り，所得割の納税義務者が前年中に前条第１項に規定する譲渡所得の

基因となる土地等の譲渡をした場合において，当該譲渡が確定優良住宅地等

予定地のための譲渡（法附則第３４条の２第５項に規定する確定優良住宅地

等予定地のための譲渡をいう。以下この項において同じ。）に該当するとき

における前条第１項に規定する譲渡所得に係る課税長期譲渡所得金額に対

して課する市民税の所得割について準用する。この場合において，当該譲渡

が法附則第３４条の２第１０項の規定に該当することとなるときは，当該譲

渡は確定優良住宅地等予定地のための譲渡ではなかったものとみなす。 

２ 前項の規定は，昭和６３年度から令和８年度までの各年度分の個人の市民

税に限り，所得割の納税義務者が前年中に前条第１項に規定する譲渡所得の

基因となる土地等の譲渡をした場合において，当該譲渡が確定優良住宅地等

予定地のための譲渡（法附則第３４条の２第５項に規定する確定優良住宅地

等予定地のための譲渡をいう。以下この項において同じ。）に該当するとき

における前条第１項に規定する譲渡所得に係る課税長期譲渡所得金額に対

して課する市民税の所得割について準用する。この場合において，当該譲渡

が法附則第３４条の２第１０項の規定に該当することとなるときは，当該譲

渡は確定優良住宅地等予定地のための譲渡ではなかったものとみなす。 

３ （省 略） ３ （省 略） 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は，公布の日から施行する。ただし，次の各号に掲げる規定は，当該各号に定める日から施行する。 

 (１) 第８９条第１号エの改正規定及び附則第３条第１項の規定（この条例による改正後の豊中市市税条例（以下「新条例」という。）附則第３２条第３項に

係る部分を除く。） 令和５年７月１日 

 (２) 第２４条第２項並びに第３１条の見出し及び同条第１項の改正規定，同条に１項を加える改正規定並びに第３３条，第３６条，第４３条，第４３条の２
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及び第４３条の６の改正規定並びに附則第３０条の３の２第４項及び附則第３２条第３項の改正規定並びに次条第１項並びに附則第３条第１項（新条例附則

第３２条第３項に係る部分に限る。）及び第２項の規定 令和６年１月１日 

(３) 第２８条の２の改正規定及び次条第２項の規定 令和７年１月１日 

(４) 附則第１１条第２項の改正規定 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一部を改正する法律（令和５年法律第１８号）附則第１条第２号に掲

げる規定の施行の日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 前条第２号に掲げる規定による改正後の豊中市市税条例の規定中個人の市民税に関する部分は，令和６年度以後の年度分の個人の市民税について適用し，

令和５年度分までの個人の市民税については，なお従前の例による。 

２ 新条例第２８条の２第２項の規定は，前条第３号に掲げる規定の施行の日以後に支払を受けるべき豊中市市税条例第２８条の２第１項に規定する給与（以下

この項において「給与」という。）について提出する同項の規定による申告書について適用し，同日前に支払を受けるべき給与について提出した同項の規定に

よる申告書については，なお従前の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第３条 新条例第８９条第１号エ及び附則第３２条第３項の規定は，令和６年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し，令和５年度分までの軽自動

車税の種別割については，なお従前の例による。 

２ 新条例附則第３０条の３の２第４項の規定は，附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日以後に取得された３輪以上の軽自動車に対して課すべき軽自動車税

の環境性能割について適用し，同日前に取得された３輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環境性能割については，なお従前の例による。 
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市 議 案 第 ５ ７ 号  
豊 中 市 児 童 福 祉 施 設 の 設 備 及 び 運 営 に 関 す る 基 準

を 定 め る 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 設 定 に つ

い て  
 豊 中 市 児 童 福 祉 施 設 の 設 備 及 び 運 営 に 関 す る 基 準 を 定 め る 条

例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ５ 年 （ ２ ０ ２ ３ 年 ） ５ 月 ３ １ 日 提 出         
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  
 児 童 福 祉 施 設 の 設 備 及 び 運 営 に 関 す る 基 準 の 改 正 等 に 伴 い ，

所 要 の 規 定 を 改 正 す る た め ， 提 案 す る も の で あ る 。  

21



豊中市条例第  号 

   豊中市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を改正する条例 

（豊中市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第１条 豊中市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年豊中市条例第５９号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（母子生活支援施設の長の資格等） （母子生活支援施設の長の資格等） 

第２７条 母子生活支援施設の長は，次の各号のいずれかに該当し，かつ，児

童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生省令第６３号。以

下「基準省令」という。）第２７条の２第１項の厚生労働大臣が指定する者

が行う母子生活支援施設の運営に関し必要な知識を習得させるための研修

を受けた者であって，人格が高潔で識見が高く，母子生活支援施設を適切に

運営する能力を有するものでなければならない。 

第２７条 母子生活支援施設の長は，次の各号のいずれかに該当し，かつ，児

童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生省令第６３号。以

下「基準府令」という。）第２７条の２第１項のこども家庭庁長官が指定す

る者が行う母子生活支援施設の運営に関し必要な知識を習得させるための

研修を受けた者であって，人格が高潔で識見が高く，母子生活支援施設を適

切に運営する能力を有するものでなければならない。 

(１)～(３) （省 略） (１)～(３) （省 略） 

(４) 市長が前３号に掲げる者と同等以上の能力を有すると認める者であ

って，次に掲げる期間の合計が３年以上であるもの又は基準省令第２７条

の２第１項第４号の厚生労働大臣が指定する講習会の課程を修了したも

の 

(４) 市長が前３号に掲げる者と同等以上の能力を有すると認める者であ

って，次に掲げる期間の合計が３年以上であるもの又は基準府令第２７条

の２第１項第４号のこども家庭庁長官が指定する講習会の課程を修了し

たもの 

ア～ウ （省 略） ア～ウ （省 略） 

２ 母子生活支援施設の長は，２年に１回以上，その資質の向上のための基準

省令第２７条の２第２項の厚生労働大臣が指定する者が行う研修を受けな

ければならない。ただし，やむを得ない理由があるときは，この限りでない。 

２ 母子生活支援施設の長は，２年に１回以上，その資質の向上のための基準

府令第２７条の２第２項のこども家庭庁長官が指定する者が行う研修を受

けなければならない。ただし，やむを得ない理由があるときは，この限りで

ない。 

（母子支援員の資格） （母子支援員の資格） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

第２８条 母子支援員は，次の各号のいずれかに該当する者でなければならな

い。 

第２８条 母子支援員は，次の各号のいずれかに該当する者でなければならな

い。 

(１) 基準省令第２８条第１号の地方厚生局長等の指定する児童福祉施設

の職員を養成する学校その他の養成施設を卒業した者 

(１) 基準府令第２８条第１号の都道府県知事の指定する児童福祉施設の

職員を養成する学校その他の養成施設を卒業した者 

(２)～(４) （省 略） (２)～(４) （省 略） 

(５) 学校教育法に基づく高等学校若しくは中等教育学校を卒業した者，同

法第９０条第２項の規定により大学への入学を認められた者若しくは通

常の課程による１２年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程に

よりこれに相当する学校教育を修了した者を含む。）又は基準省令第２８

条第５号の文部科学大臣がこれと同等以上の資格を有すると認定した者

であって，２年以上児童福祉事業に従事したもの 

(５) 学校教育法に基づく高等学校若しくは中等教育学校を卒業した者，同

法第９０条第２項の規定により大学への入学を認められた者若しくは通

常の課程による１２年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程に

よりこれに相当する学校教育を修了した者を含む。）又は基準府令第２８

条第５号の文部科学大臣がこれと同等以上の資格を有すると認定した者

であって，２年以上児童福祉事業に従事したもの 

（保育の内容） （保育の内容） 

第３８条 保育所における保育は，養護及び教育を一体的に行うことをその特

性とし，その内容については，基準省令第３５条の厚生労働大臣が定める指

針に従う。 

第３８条 保育所における保育は，養護及び教育を一体的に行うことをその特

性とし，その内容については，基準府令第３５条の内閣総理大臣が定める指

針に従う。 

（豊中市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第２条 豊中市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年豊中市条例第４８号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（自動車を運行する場合の所在の確認） （自動車を運行する場合の所在の確認） 

第８条の３ （省 略） 第８条の３ （省 略） 

２ 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業所を除く。）は，利用乳幼児の ２ 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業者を除く。）は，利用乳幼児の
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

送迎を目的とした自動車（運転者席及びこれと並列の座席並びにこれらより

１つ後方に備えられた前向きの座席以外の座席を有しないものその他利用

の態様を勘案してこれと同程度に利用乳幼児の見落としのおそれが少ない

と認められるものを除く。）を日常的に運行するときは，当該自動車にブザ

ーその他の車内の利用乳幼児の見落としを防止する装置を備え，これを用い

て前項に定める所在の確認（利用乳幼児の降車の際に限る。）を行わなけれ

ばならない。 

送迎を目的とした自動車（運転者席及びこれと並列の座席並びにこれらより

１つ後方に備えられた前向きの座席以外の座席を有しないものその他利用

の態様を勘案してこれと同程度に利用乳幼児の見落としのおそれが少ない

と認められるものを除く。）を日常的に運行するときは，当該自動車にブザ

ーその他の車内の利用乳幼児の見落としを防止する装置を備え，これを用い

て前項に定める所在の確認（利用乳幼児の降車の際に限る。）を行わなけれ

ばならない。 

（保育の内容） （保育の内容） 

第２６条 家庭的保育事業者は，児童福祉施設の設備及び運営に関する基準

（昭和２３年厚生省令第６３号）第３５条に規定する厚生労働大臣が定める

指針に準じ，家庭的保育事業の特性に留意して，保育する乳幼児の心身の状

況等に応じた保育を提供しなければならない。 

第２６条 家庭的保育事業者は，児童福祉施設の設備及び運営に関する基準

（昭和２３年厚生省令第６３号）第３５条に規定する内閣総理大臣が定める

指針に準じ，家庭的保育事業の特性に留意して，保育する乳幼児の心身の状

況等に応じた保育を提供しなければならない。 

（豊中市指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部改正） 

第３条 豊中市指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例（令和元年豊中市条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（定義） （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は，法及び児童福祉法に基づく指定通所

支援の事業等の人員，設備及び運営に関する基準（平成２４年厚生労働省令

第１５号。以下「基準省令」という。）の例による。 

第２条 この条例における用語の意義は，法及び児童福祉法に基づく指定通所

支援の事業等の人員，設備及び運営に関する基準（平成２４年厚生労働省令

第１５号。以下「基準府令」という。）の例による。 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第６条 （省 略） 第６条 （省 略） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

２ 前項各号に掲げる従業者のほか，指定児童発達支援事業所において，日常

生活を営むのに必要な機能訓練を行う場合には機能訓練担当職員（日常生活

を営むのに必要な機能訓練を担当する職員をいう。以下同じ。）を，日常生

活及び社会生活を営むために医療的ケア（人工呼吸器による呼吸管理，喀痰
かくたん

吸引その他基準省令第５条第２項の厚生労働大臣が定める医療行為をいう。

以下同じ。）を恒常的に受けることが不可欠である障害児に医療的ケアを行

う場合には看護職員（保健師，助産師，看護師又は准看護師をいう。以下同

じ。）を，それぞれ置かなければならない。ただし，次の各号のいずれかに

該当する場合には，看護職員を置かないことができる。 

２ 前項各号に掲げる従業者のほか，指定児童発達支援事業所において，日常

生活を営むのに必要な機能訓練を行う場合には機能訓練担当職員（日常生活

を営むのに必要な機能訓練を担当する職員をいう。以下同じ。）を，日常生

活及び社会生活を営むために医療的ケア（人工呼吸器による呼吸管理，喀痰
かくたん

吸引その他基準府令第５条第２項のこども家庭庁長官が定める医療行為を

いう。以下同じ。）を恒常的に受けることが不可欠である障害児に医療的ケ

アを行う場合には看護職員（保健師，助産師，看護師又は准看護師をいう。

以下同じ。）を，それぞれ置かなければならない。ただし，次の各号のいず

れかに該当する場合には，看護職員を置かないことができる。 

(１)～(３) （省 略） (１)～(３) （省 略） 

３～９ （省 略） ３～９ （省 略） 

（通所利用者負担額の受領） （通所利用者負担額の受領） 

第２４条 （省 略） 第２４条 （省 略） 

２・３ （省 略） ２・３ （省 略） 

４ 前項第１号に掲げる費用については，基準省令第２３条第４項の厚生労働

大臣が定めるところによるものとする。 

４ 前項第１号に掲げる費用については，基準府令第２３条第４項のこども家

庭庁長官が定めるところによるものとする。 

５・６ （省 略） ５・６ （省 略） 

（通所利用者負担額の受領） （通所利用者負担額の受領） 

第７２条 （省 略） 第７２条 （省 略） 

２・３ （省 略） ２・３ （省 略） 

４ 前項第１号に掲げる費用については，基準省令第６０条第４項の厚生労働

大臣が定めるところによるものとする。 

４ 前項第１号に掲げる費用については，基準府令第６０条第４項のこども家

庭庁長官が定めるところによるものとする。 

５・６ （省 略） ５・６ （省 略） 
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（豊中市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第４条 豊中市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（平成２６年豊中市条例第４９号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

第４条 （省 略） 第４条 （省 略） 

２ 特定教育・保育施設は，次の各号に掲げる特定教育・保育施設の区分に応

じ，当該各号に定める小学校就学前子どもの区分ごとの利用定員を定めるも

のとする。ただし，法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもの

区分にあっては，満１歳に満たない小学校就学前子ども及び満１歳以上の小

学校就学前子どもに区分して定めるものとする。 

２ 特定教育・保育施設は，次の各号に掲げる特定教育・保育施設の区分に応

じ，当該各号に定める小学校就学前子どもの区分ごとの利用定員を定めるも

のとする。ただし，法第１９条第３号に掲げる小学校就学前子どもの区分に

あっては，満１歳に満たない小学校就学前子ども及び満１歳以上の小学校就

学前子どもに区分して定めるものとする。 

(１) 認定こども園 法第１９条第１項各号に掲げる小学校就学前子ども

の区分 

(１) 認定こども園 法第１９条各号に掲げる小学校就学前子どもの区分 

(２) 幼稚園 法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもの区

分 

(２) 幼稚園 法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもの区分 

(３) 保育所 法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもの区

分及び同項第３号に掲げる小学校就学前子どもの区分 

(３) 保育所 法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもの区分及び

同条第３号に掲げる小学校就学前子どもの区分 

（正当な理由のない提供拒否の禁止等） （正当な理由のない提供拒否の禁止等） 

第６条 （省 略） 第６条 （省 略） 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に限る。以下この項におい

て同じ。）は，利用の申込みに係る法第１９条第１項第１号に掲げる小学校

就学前子どもの数及び当該特定教育・保育施設を現に利用している同号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数が，当

該特定教育・保育施設の同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用

定員の総数を超える場合においては，抽選，申込みを受けた順序により決定

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に限る。以下この項におい

て同じ。）は，利用の申込みに係る法第１９条第１号に掲げる小学校就学前

子どもの数及び当該特定教育・保育施設を現に利用している同号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数が，当該特定

教育・保育施設の同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の

総数を超える場合においては，抽選，申込みを受けた順序により決定する方
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

する方法，当該特定教育・保育施設の設置者の教育・保育に関する理念，基

本方針等に基づく選考その他公正な方法（第４項において「選考方法」とい

う。）により選考しなければならない。 

法，当該特定教育・保育施設の設置者の教育・保育に関する理念，基本方針

等に基づく選考その他公正な方法（第４項において「選考方法」という。）

により選考しなければならない。 

３ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育所に限る。以下この項におい

て同じ。）は，利用の申込みに係る法第１９条第１項第２号又は第３号に掲

げる小学校就学前子どもの数及び当該特定教育・保育施設を現に利用してい

る同項第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子どもの総数が，当該特定教育・保育施設の同項第２号又は第３号

に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数を超える場合に

おいては，法第２０条第４項の規定による認定に基づき，保育の必要の程度

及び家族等の状況を勘案し，保育を受ける必要性が高いと認められる教育・

保育給付認定子どもが優先的に利用できるよう，選考するものとする。 

３ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育所に限る。以下この項におい

て同じ。）は，利用の申込みに係る法第１９条第２号又は第３号に掲げる小

学校就学前子どもの数及び当該特定教育・保育施設を現に利用している同条

第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子どもの総数が，当該特定教育・保育施設の同条第２号又は第３号に掲げ

る小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数を超える場合において

は，法第２０条第４項の規定による認定に基づき，保育の必要の程度及び家

族等の状況を勘案し，保育を受ける必要性が高いと認められる教育・保育給

付認定子どもが優先的に利用できるよう，選考するものとする。 

４・５ （省 略） ４・５ （省 略） 

（あっせん，調整及び要請に対する協力） （あっせん，調整及び要請に対する協力） 

第７条 （省 略） 第７条 （省 略） 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育所に限る。以下この項におい

て同じ。）は，法第１９条第１項第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子どもに係る当該特定教育・保育施設の

利用について児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条第３項（同

法附則第７３条第１項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規

定により市が行う調整及び要請に対し，できる限り協力しなければならな

い。 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育所に限る。以下この項におい

て同じ。）は，法第１９条第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子どもに係る当該特定教育・保育施設の利用に

ついて児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条第３項（同法附則

第７３条第１項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定によ

り市が行う調整及び要請に対し，できる限り協力しなければならない。 

（受給資格等の確認） （受給資格等の確認） 

第８条 特定教育・保育施設は，特定教育・保育の提供を求められた場合は， 第８条 特定教育・保育施設は，特定教育・保育の提供を求められた場合は，
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

必要に応じて，教育・保育給付認定保護者の提示する支給認定証（教育・保

育給付認定保護者が支給認定証の交付を受けていない場合にあっては，子ど

も・子育て支援法施行規則（平成２６年内閣府令第４４号）第７条第２項の

規定による通知）によって，教育・保育給付認定の有無，教育・保育給付認

定子どもの該当する法第１９条第１項各号に掲げる小学校就学前子どもの

区分，教育・保育給付認定の有効期間及び保育必要量等を確かめるものとす

る。 

必要に応じて，教育・保育給付認定保護者の提示する支給認定証（教育・保

育給付認定保護者が支給認定証の交付を受けていない場合にあっては，子ど

も・子育て支援法施行規則（平成２６年内閣府令第４４号）第７条第２項の

規定による通知）によって，教育・保育給付認定の有無，教育・保育給付認

定子どもの該当する法第１９条各号に掲げる小学校就学前子どもの区分，教

育・保育給付認定の有効期間及び保育必要量等を確かめるものとする。 

（利用者負担額等の受領） （利用者負担額等の受領） 

第１３条 （省 略） 第１３条 （省 略） 

２・３ （省 略） ２・３ （省 略） 

４ 特定教育・保育施設は，前３項の支払を受ける額のほか，特定教育・保育

において提供される便宜に要する費用のうち，次に掲げる費用の額の支払を

教育・保育給付認定保護者から受けることができる。 

４ 特定教育・保育施設は，前３項の支払を受ける額のほか，特定教育・保育

において提供される便宜に要する費用のうち，次に掲げる費用の額の支払を

教育・保育給付認定保護者から受けることができる。 

(１)・(２) （省 略） (１)・(２) （省 略） 

(３) 食事の提供（次に掲げるものを除く。）に要する費用 (３) 食事の提供（次に掲げるものを除く。）に要する費用 

ア 次の(ア)又は(イ)に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定子どものう

ち，その教育・保育給付認定保護者及び当該教育・保育給付認定保護者

と同一の世帯に属する者に係る市町村民税所得割合算額がそれぞれ

(ア)又は(イ)に定める金額未満であるものに対する副食の提供 

ア 次の(ア)又は(イ)に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定子どものう

ち，その教育・保育給付認定保護者及び当該教育・保育給付認定保護者

と同一の世帯に属する者に係る市町村民税所得割合算額がそれぞれ

(ア)又は(イ)に定める金額未満であるものに対する副食の提供 

(ア) 法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子ども ７７，１０１円 

(ア) 法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども ７７，１０１円 

(イ) 法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。

(イ) 法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。イ
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

イ(イ)において同じ。） ５７，７００円（子ども・子育て支援法施

行令（平成２６年政令第２１３号。以下「令」という。）第４条第２

項第６号に規定する特定教育・保育給付認定保護者にあっては，７７，

１０１円） 

(イ)において同じ。） ５７，７００円（子ども・子育て支援法施行

令（平成２６年政令第２１３号。以下「令」という。）第４条第２項

第６号に規定する特定教育・保育給付認定保護者にあっては，７７，

１０１円） 

イ 次の(ア)又は(イ)に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定子どものう

ち，負担額算定基準子ども又は小学校第３学年修了前子ども（小学校，

義務教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部の第１学年から第

３学年までに在籍する子どもをいう。以下イにおいて同じ。）が同一の

世帯に３人以上いる場合にそれぞれ(ア)又は(イ)に定める者に該当す

るものに対する副食の提供（アに該当するものを除く。） 

イ 次の(ア)又は(イ)に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定子どものう

ち，負担額算定基準子ども又は小学校第３学年修了前子ども（小学校，

義務教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部の第１学年から第

３学年までに在籍する子どもをいう。以下イにおいて同じ。）が同一の

世帯に３人以上いる場合にそれぞれ(ア)又は(イ)に定める者に該当す

るものに対する副食の提供（アに該当するものを除く。） 

(ア) 法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども又は小学校第３

学年修了前子ども（そのうち最年長者及び２番目の年長者である者を

除く。）である者 

(ア) 法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども又は小学校第３学年

修了前子ども（そのうち最年長者及び２番目の年長者である者を除

く。）である者 

(イ) 法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども（そのうち最年

長者及び２番目の年長者である者を除く。）である者 

(イ) 法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども（そのうち最年長者

及び２番目の年長者である者を除く。）である者 

ウ （省 略） ウ （省 略） 

(４)・(５) （省 略） (４)・(５) （省 略） 

５・６ （省 略） ５・６ （省 略） 

（特定教育・保育の取扱方針） （特定教育・保育の取扱方針） 

第１５条 特定教育・保育施設は，次の各号に掲げる施設の区分に応じ，それ

ぞれ当該各号に定めるものに基づき，小学校就学前子どもの心身の状況等に

第１５条 特定教育・保育施設は，次の各号に掲げる施設の区分に応じ，それ

ぞれ当該各号に定めるものに基づき，小学校就学前子どもの心身の状況等に
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

応じて，特定教育・保育の提供を適切に行わなければならない。 応じて，特定教育・保育の提供を適切に行わなければならない。 

(１)・(２) （省 略） (１)・(２) （省 略） 

(３) 幼稚園 幼稚園教育要領（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第

２５条の規定に基づき文部科学大臣が定める幼稚園の教育課程その他の

教育内容に関する事項をいう。） 

(３) 幼稚園 幼稚園教育要領（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第

２５条第１項の規定に基づき文部科学大臣が定める幼稚園の教育課程そ

の他の教育内容に関する事項をいう。） 

(４) 保育所 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生

省令第６３号）第３５条の規定に基づき保育所における保育の内容につい

て厚生労働大臣が定める指針 

(４) 保育所 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生

省令第６３号）第３５条の規定に基づき保育所における保育の内容につい

て内閣総理大臣が定める指針 

２ （省 略） ２ （省 略） 

（運営規程） （運営規程） 

第２０条 特定教育・保育施設は，次に掲げる施設の運営についての重要事項

に関する規程（第２３条において「運営規程」という。）を定めておかなけ

ればならない。 

第２０条 特定教育・保育施設は，次に掲げる施設の運営についての重要事項

に関する規程（第２３条において「運営規程」という。）を定めておかなけ

ればならない。 

(１)～(３) （省 略） (１)～(３) （省 略） 

(４) 特定教育・保育の提供を行う日（法第１９条第１項第１号に掲げる小

学校就学前子どもの区分に係る利用定員を定めている施設にあっては，学

期を含む。以下この号において同じ。）及び時間並びに提供を行わない日 

(４) 特定教育・保育の提供を行う日（法第１９条第１号に掲げる小学校就

学前子どもの区分に係る利用定員を定めている施設にあっては，学期を含

む。以下この号において同じ。）及び時間並びに提供を行わない日 

(５)～(11) （省 略） (５)～(11) （省 略） 

（特別利用保育の基準） （特別利用保育の基準） 

第３５条 特定教育・保育施設（保育所に限る。以下この条において同じ。）

が法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子どもに対し特別利用保育を提供する場合には，法第３４条第１

項第３号に規定する基準を遵守しなければならない。 

第３５条 特定教育・保育施設（保育所に限る。以下この条において同じ。）

が法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子どもに対し特別利用保育を提供する場合には，法第３４条第１項第３

号に規定する基準を遵守しなければならない。 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

２ 特定教育・保育施設が，前項の規定により特別利用保育を提供する場合に

は，当該特別利用保育に係る法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの数及び当該特定教育・保育施

設を現に利用している同項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子どもの総数が，第４条第２項第３号の規定により定め

られた法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定

員の数を超えないものとする。 

２ 特定教育・保育施設が，前項の規定により特別利用保育を提供する場合に

は，当該特別利用保育に係る法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子どもの数及び当該特定教育・保育施設を現

に利用している同条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子どもの総数が，第４条第２項第３号の規定により定められた法

第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員の数を超えな

いものとする。 

３ 特定教育・保育施設が，第１項の規定により特別利用保育を提供する場合

には，特定教育・保育には特別利用保育を，施設型給付費には特例施設型給

付費（法第２８条第１項の特例施設型給付費をいう。次条第３項において同

じ。）を，それぞれ含むものとして，前款（第６条第３項及び第７条第２項

を除く。）の規定を適用する。この場合において，第６条第２項中「認定こ

ども園又は幼稚園」とあるのは「特別利用保育を提供している施設」と，「利

用している同号」とあるのは「利用している同項第１号又は第２号」と，「の

同号」とあるのは「の同項第２号」と，第１３条第２項中「法第２７条第３

項第１号に掲げる額」とあるのは「法第２８条第２項第２号の内閣総理大臣

が定める基準により算定した費用の額」と，同条第４項第３号イ(ア)中「教

育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利

用保育を受ける者を除く。）」と，同号イ(イ)中「教育・保育給付認定子ど

も」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受ける者を含

む。）」とする。 

３ 特定教育・保育施設が，第１項の規定により特別利用保育を提供する場合

には，特定教育・保育には特別利用保育を，施設型給付費には特例施設型給

付費（法第２８条第１項の特例施設型給付費をいう。次条第３項において同

じ。）を，それぞれ含むものとして，前款（第６条第３項及び第７条第２項

を除く。）の規定を適用する。この場合において，第６条第２項中「認定こ

ども園又は幼稚園」とあるのは「特別利用保育を提供している施設」と，「利

用している同号」とあるのは「利用している同条第１号又は第２号」と，「の

同号」とあるのは「の同条第２号」と，第１３条第２項中「法第２７条第３

項第１号に掲げる額」とあるのは「法第２８条第２項第２号の内閣総理大臣

が定める基準により算定した費用の額」と，同条第４項第３号イ(ア)中「教

育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利

用保育を受ける者を除く。）」と，同号イ(イ)中「教育・保育給付認定子ど

も」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受ける者を含

む。）」とする。 

（特別利用教育の基準） （特別利用教育の基準） 

第３６条 特定教育・保育施設（幼稚園に限る。以下この条において同じ。）

が法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

第３６条 特定教育・保育施設（幼稚園に限る。以下この条において同じ。）

が法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

育給付認定子どもに対し，特別利用教育を提供する場合には，法第３４条第

１項第２号に規定する基準を遵守しなければならない。 

認定子どもに対し，特別利用教育を提供する場合には，法第３４条第１項第

２号に規定する基準を遵守しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設が，前項の規定により特別利用教育を提供する場合に

は，当該特別利用教育に係る法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの数及び当該特定教育・保育施

設を現に利用している同項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子どもの総数が，第４条第２項第２号の規定により定め

られた法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定

員の数を超えないものとする。 

２ 特定教育・保育施設が，前項の規定により特別利用教育を提供する場合に

は，当該特別利用教育に係る法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子どもの数及び当該特定教育・保育施設を現

に利用している同条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子どもの総数が，第４条第２項第２号の規定により定められた法

第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員の数を超えな

いものとする。 

３ 特定教育・保育施設が，第１項の規定により特別利用教育を提供する場合

には，特定教育・保育には特別利用教育を，施設型給付費には特例施設型給

付費を，それぞれ含むものとして，前款（第６条第３項及び第７条第２項を

除く。）の規定を適用する。この場合において，第６条第２項中「第１９条

第１項第１号」とあるのは「第１９条第１項第２号」と，「利用している同

号」とあるのは「利用している同項第１号又は第２号」と，第１３条第２項

中「法第２７条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第２８条第２項第

３号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と，同条第４項

第３号イ(ア)中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付

認定子ども（特別利用教育を受ける者を含む。）」と，同号イ(イ)中「教育・

保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用教

育を受ける者を除く。）」とする。 

３ 特定教育・保育施設が，第１項の規定により特別利用教育を提供する場合

には，特定教育・保育には特別利用教育を，施設型給付費には特例施設型給

付費を，それぞれ含むものとして，前款（第６条第３項及び第７条第２項を

除く。）の規定を適用する。この場合において，第６条第２項中「第１９条

第１号」とあるのは「第１９条第２号」と，「利用している同号」とあるの

は「利用している同条第１号又は第２号」と，第１３条第２項中「法第２７

条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第２８条第２項第３号の内閣総

理大臣が定める基準により算定した費用の額」と，同条第４項第３号イ(ア)

中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特

別利用教育を受ける者を含む。）」と，同号イ(イ)中「教育・保育給付認定

子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用教育を受ける者

を除く。）」とする。 

第３７条 （省 略） 第３７条 （省 略） 

２ 特定地域型保育事業者は，特定地域型保育の種類及び当該特定地域型保育

の種類に係る特定地域型保育事業を行う事業所（以下「特定地域型保育事業

２ 特定地域型保育事業者は，特定地域型保育の種類及び当該特定地域型保育

の種類に係る特定地域型保育事業を行う事業所（以下「特定地域型保育事業
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

所」という。）ごとに，法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子ど

もに係る利用定員（事業所内保育事業を行う事業所にあっては，豊中市家庭

的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例第４３条の規定を

踏まえ，その雇用する労働者の監護する小学校就学前子どもを保育するため

当該事業所内保育事業を自ら施設を設置して行う事業主に係る当該小学校

就学前子ども（当該事業所内保育事業が，事業主団体に係るものにあっては

事業主団体の構成員である事業主の雇用する労働者の監護する小学校就学

前子どもとし，共済組合等（児童福祉法第６条の３第１２項第１号ハに規定

する共済組合等をいう。）に係るものにあっては共済組合等の構成員（同号

ハに規定する共済組合等の構成員をいう。）の監護する小学校就学前子ども

とする。）及びその他の小学校就学前子どもごとに定める法第１９条第１項

第３号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員とする。）を，満１歳に

満たない小学校就学前子どもと満１歳以上の小学校就学前子どもに区分し

て定めるものとする。 

所」という。）ごとに，法第１９条第３号に掲げる小学校就学前子どもに係

る利用定員（事業所内保育事業を行う事業所にあっては，豊中市家庭的保育

事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例第４３条の規定を踏まえ，

その雇用する労働者の監護する小学校就学前子どもを保育するため当該事

業所内保育事業を自ら施設を設置して行う事業主に係る当該小学校就学前

子ども（当該事業所内保育事業が，事業主団体に係るものにあっては事業主

団体の構成員である事業主の雇用する労働者の監護する小学校就学前子ど

もとし，共済組合等（児童福祉法第６条の３第１２項第１号ハに規定する共

済組合等をいう。）に係るものにあっては共済組合等の構成員（同号ハに規

定する共済組合等の構成員をいう。）の監護する小学校就学前子どもとす

る。）及びその他の小学校就学前子どもごとに定める法第１９条第３号に掲

げる小学校就学前子どもに係る利用定員とする。）を，満１歳に満たない小

学校就学前子どもと満１歳以上の小学校就学前子どもに区分して定めるも

のとする。 

（正当な理由のない提供拒否の禁止等） （正当な理由のない提供拒否の禁止等） 

第３９条 （省 略） 第３９条 （省 略） 

２ 特定地域型保育事業者は，利用の申込みに係る法第１９条第１項第３号に

掲げる小学校就学前子どもの数及び特定地域型保育事業所を現に利用して

いる満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以

下この節において同じ。）の総数が，当該特定地域型保育事業所の同号に掲

げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数を超える場合におい

ては，法第２０条第４項の規定による認定に基づき，保育の必要の程度及び

家族等の状況を勘案し，保育を受ける必要性が高いと認められる満３歳未満

保育認定子どもが優先的に利用できるよう，選考するものとする。 

２ 特定地域型保育事業者は，利用の申込みに係る法第１９条第３号に掲げる

小学校就学前子どもの数及び特定地域型保育事業所を現に利用している満

３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以下この

節において同じ。）の総数が，当該特定地域型保育事業所の同号に掲げる小

学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数を超える場合においては，法

第２０条第４項の規定による認定に基づき，保育の必要の程度及び家族等の

状況を勘案し，保育を受ける必要性が高いと認められる満３歳未満保育認定

子どもが優先的に利用できるよう，選考するものとする。 

33



（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

３・４ （省 略） ３・４ （省 略） 

（特定地域型保育の取扱方針） （特定地域型保育の取扱方針） 

第４４条 特定地域型保育事業者は，児童福祉施設の設備及び運営に関する基

準第３５条の規定に基づき保育所における保育の内容について厚生労働大

臣が定める指針に準じ，それぞれの事業の特性に留意して，小学校就学前子

どもの心身の状況等に応じて，特定地域型保育の提供を適切に行わなければ

ならない。 

第４４条 特定地域型保育事業者は，児童福祉施設の設備及び運営に関する基

準第３５条の規定に基づき保育所における保育の内容について内閣総理大

臣が定める指針に準じ，それぞれの事業の特性に留意して，小学校就学前子

どもの心身の状況等に応じて，特定地域型保育の提供を適切に行わなければ

ならない。 

（特別利用地域型保育の基準） （特別利用地域型保育の基準） 

第５１条 特定地域型保育事業者が法第１９条第１項第１号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに対し特別利用地域型保

育を提供する場合には，法第４６条第１項に規定する地域型保育事業の認可

基準を遵守しなければならない。 

第５１条 特定地域型保育事業者が法第１９条第１号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに対し特別利用地域型保育を提

供する場合には，法第４６条第１項に規定する地域型保育事業の認可基準を

遵守しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者が，前項の規定により特別利用地域型保育を提供す

る場合には，当該特別利用地域型保育に係る法第１９条第１項第１号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの数及び特定地

域型保育事業所を現に利用している満３歳未満保育認定子ども（次条第１項

の規定により特定利用地域型保育を提供する場合にあっては，当該特定利用

地域型保育の対象となる法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子どもを含む。）の総数が，第３７条第

２項の規定により定められた利用定員の数を超えないものとする。 

２ 特定地域型保育事業者が，前項の規定により特別利用地域型保育を提供す

る場合には，当該特別利用地域型保育に係る法第１９条第１号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの数及び特定地域型保

育事業所を現に利用している満３歳未満保育認定子ども（次条第１項の規定

により特定利用地域型保育を提供する場合にあっては，当該特定利用地域型

保育の対象となる法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子どもを含む。）の総数が，第３７条第２項の規定に

より定められた利用定員の数を超えないものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が，第１項の規定により特別利用地域型保育を提供

する場合には，特定地域型保育には特別利用地域型保育を，地域型保育給付

費には特例地域型保育給付費（法第３０条第１項の特例地域型保育給付費を

いう。次条第３項において同じ。）を，それぞれ含むものとして，この節（第

３ 特定地域型保育事業者が，第１項の規定により特別利用地域型保育を提供

する場合には，特定地域型保育には特別利用地域型保育を，地域型保育給付

費には特例地域型保育給付費（法第３０条第１項の特例地域型保育給付費を

いう。次条第３項において同じ。）を，それぞれ含むものとして，この節（第
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４０条第２項を除き，前条において準用する第８条から第１４条まで（第１

０条及び第１３条を除く。），第１７条から第１９条まで及び第２３条から

第３３条までを含む。次条第３項において同じ。）の規定を適用する。この

場合において，第３９条第２項中「利用の申込みに係る法第１９条第１項第

３号に掲げる小学校就学前子どもの数」とあるのは「利用の申込みに係る法

第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもの数」と，「満３歳未満

保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以下この節におい

て同じ。）」とあるのは「同号又は同項第３号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども（第５２条第１項の規定により特定利

用地域型保育を提供する場合にあっては，当該特定利用地域型保育の対象と

なる法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもを含む。）」と，「法第２０条第４項の規定による

認定に基づき，保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し，保育を受ける

必要性が高いと認められる満３歳未満保育認定子どもが優先的に利用でき

るよう，」とあるのは「抽選，申込みを受けた順序により決定する方法，当

該特定地域型保育事業者の保育に関する理念，基本方針等に基づく選考その

他公正な方法により」と，第４３条第１項中「教育・保育給付認定保護者」

とあるのは「教育・保育給付認定保護者（特別利用地域型保育の対象となる

法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者を除く。）」と，同条第２

項中「法第２９条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第３０条第２項

第２号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と，同条第３

項中「前２項」とあるのは「前項」と，同条第４項中「前３項」とあるのは

「前２項」と，「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食事の提供（第

４０条第２項を除き，前条において準用する第８条から第１４条まで（第１

０条及び第１３条を除く。），第１７条から第１９条まで及び第２３条から

第３３条までを含む。次条第３項において同じ。）の規定を適用する。この

場合において，第３９条第２項中「利用の申込みに係る法第１９条第３号に

掲げる小学校就学前子どもの数」とあるのは「利用の申込みに係る法第１９

条第１号に掲げる小学校就学前子どもの数」と，「満３歳未満保育認定子ど

も（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以下この節において同じ。）」

とあるのは「同条第１号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども（第５２条第１項の規定により特定利用地域型保

育を提供する場合にあっては，当該特定利用地域型保育の対象となる法第１

９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ど

もを含む。）」と，「同号」とあるのは「法第１９条第３号」と，「法第２

０条第４項の規定による認定に基づき，保育の必要の程度及び家族等の状況

を勘案し，保育を受ける必要性が高いと認められる満３歳未満保育認定子ど

もが優先的に利用できるよう，」とあるのは「抽選，申込みを受けた順序に

より決定する方法，当該特定地域型保育事業者の保育に関する理念，基本方

針等に基づく選考その他公正な方法により」と，第４３条第１項中「教育・

保育給付認定保護者」とあるのは「教育・保育給付認定保護者（特別利用地

域型保育の対象となる法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者を除く。）」

と，同条第２項中「法第２９条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第

３０条第２項第２号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」

と，同条第３項中「前２項」とあるのは「前項」と，同条第４項中「前３項」

とあるのは「前２項」と，「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食事
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

１３条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に要する費用」と，同

条第５項中「前各項」とあるのは「前３項」とする。 

の提供（第１３条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に要する費

用」と，同条第５項中「前各項」とあるのは「前３項」とする。 

（特定利用地域型保育の基準） （特定利用地域型保育の基準） 

第５２条 特定地域型保育事業者が法第１９条第１項第２号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに対し特定利用地域型保

育を提供する場合には，法第４６条第１項に規定する地域型保育事業の認可

基準を遵守しなければならない。 

第５２条 特定地域型保育事業者が法第１９条第２号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに対し特定利用地域型保育を提

供する場合には，法第４６条第１項に規定する地域型保育事業の認可基準を

遵守しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者が，前項の規定により特定利用地域型保育を提供す

る場合には，当該特定利用地域型保育に係る法第１９条第１項第２号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの数及び特定地

域型保育事業所を現に利用している同項第３号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子ども（前条第１項の規定により特別利用

地域型保育を提供する場合にあっては，当該特別利用地域型保育の対象とな

る法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子どもを含む。）の総数が，第３７条第２項の規定により定めら

れた利用定員の数を超えないものとする。 

２ 特定地域型保育事業者が，前項の規定により特定利用地域型保育を提供す

る場合には，当該特定利用地域型保育に係る法第１９条第２号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの数及び特定地域型保

育事業所を現に利用している同条第３号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子ども（前条第１項の規定により特別利用地域型

保育を提供する場合にあっては，当該特別利用地域型保育の対象となる法第

１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

どもを含む。）の総数が，第３７条第２項の規定により定められた利用定員

の数を超えないものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が，第１項の規定により特定利用地域型保育を提供

する場合には，特定地域型保育には特定利用地域型保育を，地域型保育給付

費には特例地域型保育給付費を，それぞれ含むものとして，この節の規定を

適用する。この場合において，第４３条第１項中「教育・保育給付認定保護

者」とあるのは「教育・保育給付認定保護者（特定利用地域型保育の対象と

なる法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもに限る。）に係る

教育・保育給付認定保護者に限る。）」と，同条第２項中「法第２９条第３

３ 特定地域型保育事業者が，第１項の規定により特定利用地域型保育を提供

する場合には，特定地域型保育には特定利用地域型保育を，地域型保育給付

費には特例地域型保育給付費を，それぞれ含むものとして，この節の規定を

適用する。この場合において，第４３条第１項中「教育・保育給付認定保護

者」とあるのは「教育・保育給付認定保護者（特定利用地域型保育の対象と

なる法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもに限る。）に係る教育・保育

給付認定保護者に限る。）」と，同条第２項中「法第２９条第３項第１号に
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

項第１号に掲げる額」とあるのは「法第３０条第２項第３号の内閣総理大臣

が定める基準により算定した費用の額」と，同条第４項中「掲げる費用」と

あるのは「掲げる費用及び食事の提供（特定利用地域型保育の対象となる特

定満３歳以上保育認定子どもに対するもの及び満３歳以上保育認定子ども

（令第４条第１項第２号に規定する満３歳以上保育認定子どもをいう。）に

係る第１３条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に要する費用」

とする。 

掲げる額」とあるのは「法第３０条第２項第３号の内閣総理大臣が定める基

準により算定した費用の額」と，同条第４項中「掲げる費用」とあるのは「掲

げる費用及び食事の提供（特定利用地域型保育の対象となる特定満３歳以上

保育認定子どもに対するもの及び満３歳以上保育認定子ども（令第４条第１

項第２号に規定する満３歳以上保育認定子どもをいう。）に係る第１３条第

４項第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に要する費用」とする。 

（豊中市指定障害福祉サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部改正） 

第５条 豊中市指定障害福祉サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年豊中市条例第６０号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（定義） （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は，法及び障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等

の人員，設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７１号。

以下「基準省令」という。）の例による。 

第２条 この条例における用語の意義は，法及び障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等

の人員，設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７１号。

以下「基準命令」という。）の例による。 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第６条 指定居宅介護の事業を行う者（以下この章，第２０１条の１２及び第

２０１条の２０第２項において「指定居宅介護事業者」という。）が当該事

業を行う事業所（以下この章において「指定居宅介護事業所」という。）ご

とに置くべき従業者（指定居宅介護の提供に当たる者として基準省令第５条

第１項の厚生労働大臣が定めるものをいう。以下この節及び第４節において

同じ。）の員数は，常勤換算方法で，２．５以上とする。 

第６条 指定居宅介護の事業を行う者（以下この章，第２０１条の１２及び第

２０１条の２０第２項において「指定居宅介護事業者」という。）が当該事

業を行う事業所（以下この章において「指定居宅介護事業所」という。）ご

とに置くべき従業者（指定居宅介護の提供に当たる者として基準命令第５条

第１項のこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定めるものをいう。以下この

節及び第４節において同じ。）の員数は，常勤換算方法で，２．５以上とす
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る。 

２・３ （省 略） ２・３ （省 略） 

（準用） （準用） 

第８条 前２条の規定は，重度訪問介護，同行援護及び行動援護に係る指定障

害福祉サービスの事業について準用する。 

第８条 前２条の規定は，重度訪問介護，同行援護及び行動援護に係る指定障

害福祉サービスの事業について準用する。この場合において，重度訪問介護

について準用する第６条第１項中「こども家庭庁長官及び厚生労働大臣」と

あるのは，「厚生労働大臣」と読み替えるものとする。 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第４５条 居宅介護に係る基準該当障害福祉サービス（以下この節において

「基準該当居宅介護」という。）の事業を行う者（以下この節において「基

準該当居宅介護事業者」という。）が，当該事業を行う事業所（以下この節

において「基準該当居宅介護事業所」という。）ごとに置くべき従業者（基

準該当居宅介護の提供に当たる者として基準省令第４４条第１項の厚生労

働大臣が定めるものをいう。以下この節において同じ。）の員数は，３人以

上とする。 

第４５条 居宅介護に係る基準該当障害福祉サービス（以下この節において

「基準該当居宅介護」という。）の事業を行う者（以下この節において「基

準該当居宅介護事業者」という。）が，当該事業を行う事業所（以下この節

において「基準該当居宅介護事業所」という。）ごとに置くべき従業者（基

準該当居宅介護の提供に当たる者として基準命令第４４条第１項のこども

家庭庁長官及び厚生労働大臣が定めるものをいう。以下この節において同

じ。）の員数は，３人以上とする。 

２ （省 略） ２ （省 略） 

（運営に関する基準） （運営に関する基準） 

第４９条 （省 略） 第４９条 （省 略） 

２ 第５条第２項から第４項まで並びに第４節（第２２条第１項，第２３条，

第２４条第１項，第２８条，第３３条，第３６条の２及び第４４条を除く。）

並びに第４５条から前条までの規定は，重度訪問介護，同行援護及び行動援

護に係る基準該当障害福祉サービスの事業について準用する。この場合にお

いて，第１０条第１項中「第３２条」とあるのは「第４９条第２項において

２ 第５条第２項から第４項まで並びに第４節（第２２条第１項，第２３条，

第２４条第１項，第２８条，第３３条，第３６条の２及び第４４条を除く。）

並びに第４５条から前条までの規定は，重度訪問介護，同行援護及び行動援

護に係る基準該当障害福祉サービスの事業について準用する。この場合にお

いて，第１０条第１項中「第３２条」とあるのは「第４９条第２項において
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準用する第３２条」と，第２１条第２項中「次条第１項」とあるのは「第４

９条第２項において準用する次条第２項」と，第２４条第２項中「第２２条

第２項」とあるのは「第４９条第２項において準用する第２２条第２項」と，

第２６条第１号中「次条第１項」とあるのは「第４９条第２項において準用

する次条第１項」と，第２７条第１項中「第６条第２項」とあるのは「第４

５条第２項」と，第３１条第３項中「第２７条」とあるのは「第４９条第２

項において準用する第２７条」と，第３２条中「第３６条第１項」とあるの

は「第４９条第２項において準用する第３６条第１項」と，第４８条第１項

第２号中「第４５条第２項」とあるのは「第４９条第２項において準用する

第４５条第２項」と，同条第２項中「次条第１項」とあるのは「第４９条第

２項」と読み替えるものとする。 

準用する第３２条」と，第２１条第２項中「次条第１項」とあるのは「第４

９条第２項において準用する次条第２項」と，第２４条第２項中「第２２条

第２項」とあるのは「第４９条第２項において準用する第２２条第２項」と，

第２６条第１号中「次条第１項」とあるのは「第４９条第２項において準用

する次条第１項」と，第２７条第１項中「第６条第２項」とあるのは「第４

５条第２項」と，第３１条第３項中「第２７条」とあるのは「第４９条第２

項において準用する第２７条」と，第３２条中「第３６条第１項」とあるの

は「第４９条第２項において準用する第３６条第１項」と，第４８条第１項

第２号中「第４５条第２項」とあるのは「第４９条第２項において準用する

第４５条第２項」と，同条第２項中「次条第１項」とあるのは「第４９条第

２項」と読み替えるほか，重度訪問介護について準用する場合に限り，第４

５条第１項中「こども家庭庁長官及び厚生労働大臣」とあるのは「厚生労働

大臣」と読み替えるものとする。 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第５１条 指定療養介護の事業を行う者（以下「指定療養介護事業者」という。）

が当該事業を行う事業所（以下「指定療養介護事業所」という。）に置くべ

き従業者及びその員数は，次のとおりとする。 

第５１条 指定療養介護の事業を行う者（以下「指定療養介護事業者」という。）

が当該事業を行う事業所（以下「指定療養介護事業所」という。）に置くべ

き従業者及びその員数は，次のとおりとする。 

 (１)～(３) （省 略）  (１)～(３) （省 略） 

 (４) サービス管理責任者（指定障害福祉サービスの提供に係るサービス管

理を行う者として基準省令第５０条第１項第４号の厚生労働大臣が定め

るものをいう。以下同じ。） 指定療養介護事業所ごとに，ア又はイに掲

げる利用者の数の区分に応じ，それぞれア又はイに掲げる数 

 (４) サービス管理責任者（指定障害福祉サービスの提供に係るサービス管

理を行う者として基準命令第５０条第１項第４号の厚生労働大臣が定め

るものをいう。以下同じ。） 指定療養介護事業所ごとに，ア又はイに掲

げる利用者の数の区分に応じ，それぞれア又はイに掲げる数 

  ア・イ （省 略）   ア・イ （省 略） 

２～８ （省 略） ２～８ （省 略） 
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（利用者負担額等の受領） （利用者負担額等の受領） 

第５６条 （省 略） 第５６条 （省 略） 

２ 指定療養介護事業者は，法定代理受領を行わない指定療養介護を提供した

ときは，支給決定障害者から当該指定療養介護に係る指定障害福祉サービス

等費用基準額及び指定療養介護医療につき健康保険の療養に要する費用の

額の算定方法の例により算定した額又は法第７０条第２項において準用す

る法第５８条第４項に規定する厚生労働大臣の定めるところにより算定し

た額の支払を受けるものとする。 

２ 指定療養介護事業者は，法定代理受領を行わない指定療養介護を提供した

ときは，支給決定障害者から当該指定療養介護に係る指定障害福祉サービス

等費用基準額及び指定療養介護医療につき健康保険の療養に要する費用の

額の算定方法の例により算定した額又は法第７０条第２項において準用す

る法第５８条第４項に規定する主務大臣の定めるところにより算定した額

の支払を受けるものとする。 

３～５ （省 略） ３～５ （省 略） 

（利用者負担額に係る管理） （利用者負担額に係る管理） 

第５７条 指定療養介護事業者は，支給決定障害者が同一の月に当該指定療養

介護事業者が提供する指定療養介護及び他の指定障害福祉サービス等を受

けたときは，当該指定療養介護及び他の指定障害福祉サービス等に係る利用

者負担額合計額及び指定療養介護医療につき健康保険の療養に要する費用

の額の算定方法の例により算定した額又は法第７０条第２項において準用

する法第５８条第４項に規定する厚生労働大臣の定めるところにより算定

した額から当該指定療養介護医療につき支給すべき療養介護医療費の額を

控除して得た額の合計額（以下この条において「利用者負担額等合計額」と

いう。）を算定しなければならない。この場合において，当該指定療養介護

事業者は，利用者負担額等合計額を市町村に報告するとともに，当該支給決

定障害者及び当該他の指定障害福祉サービス等を提供した指定障害福祉サ

ービス事業者等に通知しなければならない。 

第５７条 指定療養介護事業者は，支給決定障害者が同一の月に当該指定療養

介護事業者が提供する指定療養介護及び他の指定障害福祉サービス等を受

けたときは，当該指定療養介護及び他の指定障害福祉サービス等に係る利用

者負担額合計額及び指定療養介護医療につき健康保険の療養に要する費用

の額の算定方法の例により算定した額又は法第７０条第２項において準用

する法第５８条第４項に規定する主務大臣の定めるところにより算定した

額から当該指定療養介護医療につき支給すべき療養介護医療費の額を控除

して得た額の合計額（以下この条において「利用者負担額等合計額」という。）

を算定しなければならない。この場合において，当該指定療養介護事業者は，

利用者負担額等合計額を市町村に報告するとともに，当該支給決定障害者及

び当該他の指定障害福祉サービス等を提供した指定障害福祉サービス事業

者等に通知しなければならない。 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第８０条 指定生活介護の事業を行う者（以下「指定生活介護事業者」という。） 第８０条 指定生活介護の事業を行う者（以下「指定生活介護事業者」という。）
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が当該事業を行う事業所（以下「指定生活介護事業所」という。）に置くべ

き従業者及びその員数は，次のとおりとする。 

が当該事業を行う事業所（以下「指定生活介護事業所」という。）に置くべ

き従業者及びその員数は，次のとおりとする。 

 (１) （省 略）  (１) （省 略） 

 (２) 看護職員（保健師又は看護師若しくは准看護師をいう。以下この章，

第８章及び第９章において同じ。），理学療法士又は作業療法士及び生活

支援員 

 (２) 看護職員（保健師又は看護師若しくは准看護師をいう。以下この章，

第８章及び第９章において同じ。），理学療法士又は作業療法士及び生活

支援員 

  ア 看護職員，理学療法士又は作業療法士及び生活支援員の総数は，指定

生活介護の単位ごとに，常勤換算方法で，(ア)から(ウ)までに掲げる平

均障害支援区分（基準省令第７８条第１項第２号イの厚生労働大臣が定

めるところにより算定した障害支援区分の平均値をいう。以下同じ。）

に応じ，それぞれ(ア)から(ウ)までに掲げる数とする。 

  ア 看護職員，理学療法士又は作業療法士及び生活支援員の総数は，指定

生活介護の単位ごとに，常勤換算方法で，(ア)から(ウ)までに掲げる平

均障害支援区分（基準命令第７８条第１項第２号イの厚生労働大臣が定

めるところにより算定した障害支援区分の平均値をいう。以下同じ。）

に応じ，それぞれ(ア)から(ウ)までに掲げる数とする。 

   (ア)～(ウ) （省 略）    (ア)～(ウ) （省 略） 

  イ～エ （省 略）   イ～エ （省 略） 

 (３) （省 略）  (３) （省 略） 

２～７ （省 略） ２～７ （省 略） 

（利用者負担額等の受領） （利用者負担額等の受領） 

第８４条 （省 略） 第８４条 （省 略） 

２・３ （省 略） ２・３ （省 略） 

４ 前項第１号に掲げる費用については，基準省令第８２条第４項の厚生労働

大臣が定めるところによるものとする。 

４ 前項第１号に掲げる費用については，基準命令第８２条第４項の厚生労働

大臣が定めるところによるものとする。 

５・６ （省 略） ５・６ （省 略） 

（利用者負担額等の受領） （利用者負担額等の受領） 

第１０５条 （省 略） 第１０５条 （省 略） 
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２・３ （省 略） ２・３ （省 略） 

４ 前項第１号及び第２号に掲げる費用については，基準省令第１２０条第４

項の厚生労働大臣が定めるところによるものとする。 

４ 前項第１号及び第２号に掲げる費用については，基準命令第１２０条第４

項のこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定めるところによるものとする。 

５・６ （省 略） ５・６ （省 略） 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第１１４条 （省 略） 第１１４条 （省 略） 

２ （省 略） ２ （省 略） 

３ 前項のサービス提供責任者は，指定重度障害者等包括支援の提供に係るサ

ービス管理を行う者として基準省令第１２７条第３項の厚生労働大臣が定

めるものでなければならない。 

３ 前項のサービス提供責任者は，指定重度障害者等包括支援の提供に係るサ

ービス管理を行う者として基準命令第１２７条第３項のこども家庭庁長官

及び厚生労働大臣が定めるものでなければならない。 

４ （省 略） ４ （省 略） 

（利用者負担額等の受領） （利用者負担額等の受領） 

第１４６条 （省 略） 第１４６条 （省 略） 

２・３ （省 略） ２・３ （省 略） 

４ 前項第１号に掲げる費用については，基準省令第１５９条第４項の厚生労

働大臣が定めるところによるものとする。 

４ 前項第１号に掲げる費用については，基準命令第１５９条第４項の厚生労

働大臣が定めるところによるものとする。 

５・６ （省 略） ５・６ （省 略） 

（利用者負担額等の受領） （利用者負担額等の受領） 

第１５７条 （省 略） 第１５７条 （省 略） 

２～４ （省 略） ２～４ （省 略） 

５ 第３項第１号及び前項第１号から第３号までに掲げる費用については，基

準省令第１７０条第５項の厚生労働大臣が定めるところによるものとする。 

５ 第３項第１号及び前項第１号から第３号までに掲げる費用については，基

準命令第１７０条第５項の厚生労働大臣が定めるところによるものとする。 
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６・７ （省 略） ６・７ （省 略） 

（利用者負担額に係る管理） （利用者負担額に係る管理） 

第１５７条の２ 指定自立訓練（生活訓練）事業者は，支給決定障害者（指定

宿泊型自立訓練を受ける者及び基準省令第１７０条の２第１項の厚生労働

大臣が定める者に限る。）が同一の月に当該指定自立訓練（生活訓練）事業

者が提供する指定宿泊型自立訓練及び他の指定障害福祉サービス等を受け

たときは，当該指定宿泊型自立訓練及び他の指定障害福祉サービス等に係る

利用者負担額合計額を算定しなければならない。この場合において，当該指

定自立訓練（生活訓練）事業者は，利用者負担額合計額を市町村に報告する

とともに，当該支給決定障害者及び当該他の指定障害福祉サービス等を提供

した指定障害福祉サービス事業者等に通知しなければならない。 

２ 指定自立訓練（生活訓練）事業者は，支給決定障害者（指定宿泊型自立訓

練を受ける者及び基準省令第１７０条の２第２項の厚生労働大臣が定める

者を除く。）の依頼を受けて，当該支給決定障害者が同一の月に当該指定自

立訓練（生活訓練）事業者が提供する指定自立訓練（生活訓練）（指定宿泊

型自立訓練を除く。）及び他の指定障害福祉サービス等を受けたときは，当

該指定自立訓練（生活訓練）及び他の指定障害福祉サービス等に係る利用者

負担額合計額を算定しなければならない。この場合において，当該指定自立

訓練（生活訓練）事業者は，利用者負担額合計額を市町村に報告するととも

に，当該支給決定障害者及び当該他の指定障害福祉サービス等を提供した指

定障害福祉サービス事業者等に通知しなければならない。 

第１５７条の２ 指定自立訓練（生活訓練）事業者は，支給決定障害者（指定

宿泊型自立訓練を受ける者及び基準命令第１７０条の２第１項の厚生労働

大臣が定める者に限る。）が同一の月に当該指定自立訓練（生活訓練）事業

者が提供する指定宿泊型自立訓練及び他の指定障害福祉サービス等を受け

たときは，当該指定宿泊型自立訓練及び他の指定障害福祉サービス等に係る

利用者負担額合計額を算定しなければならない。この場合において，当該指

定自立訓練（生活訓練）事業者は，利用者負担額合計額を市町村に報告する

とともに，当該支給決定障害者及び当該他の指定障害福祉サービス等を提供

した指定障害福祉サービス事業者等に通知しなければならない。 

２ 指定自立訓練（生活訓練）事業者は，支給決定障害者（指定宿泊型自立訓

練を受ける者及び基準命令第１７０条の２第２項の厚生労働大臣が定める

者を除く。）の依頼を受けて，当該支給決定障害者が同一の月に当該指定自

立訓練（生活訓練）事業者が提供する指定自立訓練（生活訓練）（指定宿泊

型自立訓練を除く。）及び他の指定障害福祉サービス等を受けたときは，当

該指定自立訓練（生活訓練）及び他の指定障害福祉サービス等に係る利用者

負担額合計額を算定しなければならない。この場合において，当該指定自立

訓練（生活訓練）事業者は，利用者負担額合計額を市町村に報告するととも

に，当該支給決定障害者及び当該他の指定障害福祉サービス等を提供した指

定障害福祉サービス事業者等に通知しなければならない。 

（準用） （準用） 

第１７２条 第１０条から第１８条まで，第２０条，第２１条，第２４条，第

２９条，第３４条の２，第３６条の２から第４２条まで，第５９条から第６

第１７２条 第１０条から第１８条まで，第２０条，第２１条，第２４条，第

２９条，第３４条の２，第３６条の２から第４２条まで，第５９条から第６
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２条まで，第６８条，第７０条から第７２条まで，第７６条，第７７条，第

８６条，第８７条，第８８条から第９４条まで，第１４６条，第１４７条及

び第１５７条の２の規定は，指定就労移行支援の事業について準用する。こ

の場合において，第１０条第１項中「第３２条」とあるのは「第１７２条に

おいて準用する第９１条」と，第２１条第２項中「次条第１項」とあるのは

「第１７２条において準用する第１４６条第１項」と，第２４条第２項中「第

２２条第２項」とあるのは「第１７２条において準用する第１４６条第２項」

と，第５９条第１項中「次条第１項」とあるのは「第１７２条において準用

する次条第１項」と，「療養介護計画」とあるのは「就労移行支援計画」と，

第６０条中「療養介護計画」とあるのは「就労移行支援計画」と，同条第８

項中「６月」とあるのは「３月」と，第６１条中「前条」とあるのは「第１

７２条において準用する前条」と，第７７条第２項第１号中「第６０条」と

あるのは「第１７２条において準用する第６０条」と，「療養介護計画」と

あるのは「就労移行支援計画」と，同項第２号中「第５５条第１項」とある

のは「第１７２条において準用する第２０条第１項」と，同項第３号中「第

６７条」とあるのは「第１７２条において準用する第９０条」と，同項第４

号から第６号までの規定中「次条」とあるのは「第１７２条」と，第９１条

中「第９４条第１項」とあるのは「第１７２条において準用する第９４条第

１項」と，第９４条第１項中「前条」とあるのは「第１７２条において準用

する前条」と，第１５７条の２第１項中「支給決定障害者（指定宿泊型自立

訓練を受ける者及び基準省令第１７０条の２第１項の厚生労働大臣が定め

る者に限る。）が」とあるのは「支給決定障害者（基準省令第１８４条の厚

生労働大臣が定める者に限る。以下この項において同じ。）が」と，同条第

２項中「支給決定障害者（指定宿泊型自立訓練を受ける者及び基準省令第１

２条まで，第６８条，第７０条から第７２条まで，第７６条，第７７条，第

８６条，第８７条，第８８条から第９４条まで，第１４６条，第１４７条及

び第１５７条の２の規定は，指定就労移行支援の事業について準用する。こ

の場合において，第１０条第１項中「第３２条」とあるのは「第１７２条に

おいて準用する第９１条」と，第２１条第２項中「次条第１項」とあるのは

「第１７２条において準用する第１４６条第１項」と，第２４条第２項中「第

２２条第２項」とあるのは「第１７２条において準用する第１４６条第２項」

と，第５９条第１項中「次条第１項」とあるのは「第１７２条において準用

する次条第１項」と，「療養介護計画」とあるのは「就労移行支援計画」と，

第６０条中「療養介護計画」とあるのは「就労移行支援計画」と，同条第８

項中「６月」とあるのは「３月」と，第６１条中「前条」とあるのは「第１

７２条において準用する前条」と，第７７条第２項第１号中「第６０条」と

あるのは「第１７２条において準用する第６０条」と，「療養介護計画」と

あるのは「就労移行支援計画」と，同項第２号中「第５５条第１項」とある

のは「第１７２条において準用する第２０条第１項」と，同項第３号中「第

６７条」とあるのは「第１７２条において準用する第９０条」と，同項第４

号から第６号までの規定中「次条」とあるのは「第１７２条」と，第９１条

中「第９４条第１項」とあるのは「第１７２条において準用する第９４条第

１項」と，第９４条第１項中「前条」とあるのは「第１７２条において準用

する前条」と，第１５７条の２第１項中「支給決定障害者（指定宿泊型自立

訓練を受ける者及び基準命令第１７０条の２第１項の厚生労働大臣が定め

る者に限る。）が」とあるのは「支給決定障害者（基準命令第１８４条の厚

生労働大臣が定める者に限る。以下この項において同じ。）が」と，同条第

２項中「支給決定障害者（指定宿泊型自立訓練を受ける者及び基準命令第１
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７０条の２第２項の厚生労働大臣が定める者を除く。）の」とあるのは「支

給決定障害者（基準省令第１８４条の厚生労働大臣が定める者を除く。）の」

と読み替えるものとする。 

７０条の２第２項の厚生労働大臣が定める者を除く。）の」とあるのは「支

給決定障害者（基準命令第１８４条の厚生労働大臣が定める者を除く。）の」

と読み替えるものとする。 

（厚生労働大臣が定める事項の評価等） （厚生労働大臣が定める事項の評価等） 

第１８４条の３ 指定就労継続支援Ａ型事業者は，指定就労継続支援Ａ型事業

所ごとに，おおむね１年に１回以上，利用者の労働時間その他の当該指定就

労継続支援Ａ型事業所の運営状況に関し必要な事項として基準省令第１９

６条の３の厚生労働大臣が定める事項について，同条の規定により厚生労働

大臣が定めるところにより，自ら評価を行い，その結果をインターネットの

利用その他の方法により公表しなければならない。 

第１８４条の３ 指定就労継続支援Ａ型事業者は，指定就労継続支援Ａ型事業

所ごとに，おおむね１年に１回以上，利用者の労働時間その他の当該指定就

労継続支援Ａ型事業所の運営状況に関し必要な事項として基準命令第１９

６条の３の厚生労働大臣が定める事項について，同条の規定により厚生労働

大臣が定めるところにより，自ら評価を行い，その結果をインターネットの

利用その他の方法により公表しなければならない。 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第１９６条 指定共同生活援助の事業を行う者（以下「指定共同生活援助事業

者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定共同生活援助事業所」

という。）に置くべき従業者及びその員数は，次のとおりとする。 

第１９６条 指定共同生活援助の事業を行う者（以下「指定共同生活援助事業

者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定共同生活援助事業所」

という。）に置くべき従業者及びその員数は，次のとおりとする。 

(１) （省 略） (１) （省 略） 

(２) 生活支援員 指定共同生活援助事業所ごとに，常勤換算方法で，次の

アからエまでに掲げる数の合計数以上 

(２) 生活支援員 指定共同生活援助事業所ごとに，常勤換算方法で，次の

アからエまでに掲げる数の合計数以上 

ア 障害支援区分に係る市町村審査会による審査及び判定の基準等に関

する省令（平成２６年厚生労働省令第５号。以下「区分省令」という。）

第１条第４号に規定する区分３に該当する利用者の数を９で除した数 

ア 障害支援区分に係る市町村審査会による審査及び判定の基準等に関

する命令（平成２６年厚生労働省令第５号。以下「区分命令」という。）

第１条第４号に規定する区分３に該当する利用者の数を９で除した数 

イ 区分省令第１条第５号に規定する区分４に該当する利用者の数を６

で除した数 

イ 区分命令第１条第５号に規定する区分４に該当する利用者の数を６

で除した数 

ウ 区分省令第１条第６号に規定する区分５に該当する利用者の数を４ ウ 区分命令第１条第６号に規定する区分５に該当する利用者の数を４

45



（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

で除した数 で除した数 

エ 区分省令第１条第７号に規定する区分６に該当する利用者の数を２．

５で除した数 

エ 区分命令第１条第７号に規定する区分６に該当する利用者の数を２．

５で除した数 

(３) （省 略） (３) （省 略） 

２・３ （省 略） ２・３ （省 略） 

（準用） （準用） 

第２０１条 第１０条，第１２条，第１３条，第１５条から第１８条まで，第

２１条，第２４条，第２９条，第３４条の２，第３６条の２から第４２条ま

で，第５５条，第６０条，第６２条，第６８条，第７２条，第７６条，第７

７条，第９０条，第９２条，第９４条及び第１５７条の２の規定は，指定共

同生活援助の事業について準用する。この場合において，第１０条第１項中

「第３２条」とあるのは「第１９９条の３」と，第２１条第２項中「次条第

１項」とあるのは「第１９８条の４第１項」と，第２４条第２項中「第２２

条第２項」とあるのは「第１９８条の４第２項」と，第６０条中「療養介護

計画」とあるのは「共同生活援助計画」と，第７７条第２項第１号中「第６

０条」とあるのは「第２０１条において準用する第６０条」と，「療養介護

計画」とあるのは「共同生活援助計画」と，同項第２号中「第５５条第１項」

とあるのは「第２０１条において準用する第５５条第１項」と，同項第３号

中「第６７条」とあるのは「第２０１条において準用する第９０条」と，同

項第４号から第６号までの規定中「次条」とあるのは「第２０１条」と，第

９４条第１項中「前条の協力医療機関」とあるのは「第２００条の４第１項

の協力医療機関及び同条第２項の協力歯科医療機関」と，第１５７条の２第

１項中「支給決定障害者（指定宿泊型自立訓練を受ける者及び基準省令第１

７０条の２第１項の厚生労働大臣が定める者に限る。）」とあるのは「支給

第２０１条 第１０条，第１２条，第１３条，第１５条から第１８条まで，第

２１条，第２４条，第２９条，第３４条の２，第３６条の２から第４２条ま

で，第５５条，第６０条，第６２条，第６８条，第７２条，第７６条，第７

７条，第９０条，第９２条，第９４条及び第１５７条の２の規定は，指定共

同生活援助の事業について準用する。この場合において，第１０条第１項中

「第３２条」とあるのは「第１９９条の３」と，第２１条第２項中「次条第

１項」とあるのは「第１９８条の４第１項」と，第２４条第２項中「第２２

条第２項」とあるのは「第１９８条の４第２項」と，第６０条中「療養介護

計画」とあるのは「共同生活援助計画」と，第７７条第２項第１号中「第６

０条」とあるのは「第２０１条において準用する第６０条」と，「療養介護

計画」とあるのは「共同生活援助計画」と，同項第２号中「第５５条第１項」

とあるのは「第２０１条において準用する第５５条第１項」と，同項第３号

中「第６７条」とあるのは「第２０１条において準用する第９０条」と，同

項第４号から第６号までの規定中「次条」とあるのは「第２０１条」と，第

９４条第１項中「前条の協力医療機関」とあるのは「第２００条の４第１項

の協力医療機関及び同条第２項の協力歯科医療機関」と，第１５７条の２第

１項中「支給決定障害者（指定宿泊型自立訓練を受ける者及び基準命令第１

７０条の２第１項の厚生労働大臣が定める者に限る。）」とあるのは「支給
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決定障害者（入居前の体験的な指定共同生活援助を受けている者を除く。）」

と，同条第２項中「支給決定障害者（指定宿泊型自立訓練を受ける者及び基

準省令第１７０条の２第２項の厚生労働大臣が定める者を除く。）」とある

のは「支給決定障害者（入居前の体験的な指定共同生活援助を受けている者

に限る。）」と読み替えるものとする。 

決定障害者（入居前の体験的な指定共同生活援助を受けている者を除く。）」

と，同条第２項中「支給決定障害者（指定宿泊型自立訓練を受ける者及び基

準命令第１７０条の２第２項の厚生労働大臣が定める者を除く。）」とある

のは「支給決定障害者（入居前の体験的な指定共同生活援助を受けている者

に限る。）」と読み替えるものとする。 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第２０１条の４ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者が当該事業を

行う事業所（以下「日中サービス支援型指定共同生活援助事業所」という。）

に置くべき従業者及びその員数は，次のとおりとする。 

第２０１条の４ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者が当該事業を

行う事業所（以下「日中サービス支援型指定共同生活援助事業所」という。）

に置くべき従業者及びその員数は，次のとおりとする。 

(１) （省 略） (１) （省 略） 

(２) 生活支援員 夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯における日中サー

ビス支援型指定共同生活援助の提供に当たる生活支援員の総数は，日中サ

ービス支援型指定共同生活援助事業所ごとに，常勤換算方法で，次のアか

らエまでに掲げる数の合計数以上 

(２) 生活支援員 夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯における日中サー

ビス支援型指定共同生活援助の提供に当たる生活支援員の総数は，日中サ

ービス支援型指定共同生活援助事業所ごとに，常勤換算方法で，次のアか

らエまでに掲げる数の合計数以上 

ア 区分省令第１条第４号に規定する区分３に該当する利用者の数を９

で除した数 

ア 区分命令第１条第４号に規定する区分３に該当する利用者の数を９

で除した数 

イ 区分省令第１条第５号に規定する区分４に該当する利用者の数を６

で除した数 

イ 区分命令第１条第５号に規定する区分４に該当する利用者の数を６

で除した数 

ウ 区分省令第１条第６号に規定する区分５に該当する利用者の数を４

で除した数 

ウ 区分命令第１条第６号に規定する区分５に該当する利用者の数を４

で除した数 

エ 区分省令第１条第７号に規定する区分６に該当する利用者の数を２．

５で除した数 

エ 区分命令第１条第７号に規定する区分６に該当する利用者の数を２．

５で除した数 

(３) （省 略） (３) （省 略） 
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２～５ （省 略） ２～５ （省 略） 

（準用） （準用） 

第２０１条の１１ 第１０条，第１２条，第１３条，第１５条から第１８条ま

で，第２１条，第２４条，第２９条，第３４条の２，第３６条の２から第４

２条まで，第５５条，第６０条，第６２条，第６８条，第７２条，第７６条，

第７７条，第９０条，第９２条，第９４条，第１５７条の２，第１９８条の

２から第１９８条の６まで及び第１９９条の３から第２００条の４までの

規定は，日中サービス支援型指定共同生活援助の事業について準用する。こ

の場合において，第１０条第１項中「第３２条」とあるのは「第２０１条の

１１において準用する第２０１条の３」と，第２１条第２項中「次条第１項」

とあるのは「第２０１条の１１において準用する第１９８条の４第１項」と，

第２４条第２項中「第２２条第２項」とあるのは「第２０１条の１１におい

て準用する第１９８条の４第２項」と，第６０条中「療養介護計画」とある

のは「日中サービス支援型共同生活援助計画」と，第７７条第２項第１号中

「第６０条」とあるのは「第２０１条の１１において読み替えて準用する第

６０条」と，「療養介護計画」とあるのは「日中サービス支援型共同生活援

助計画」と，同項第２号中「第５５条第１項」とあるのは「第２０１条の１

１において準用する第５５条第１項」と，同項第３号中「第６７条」とある

のは「第２０１条の１１において準用する第９０条」と，同項第４号から第

６号までの規定中「次条」とあるのは「第２０１条の１１」と，第９４条第

１項中「前条の協力医療機関」とあるのは「第２０１条の１１において準用

する第２００条の４第１項の協力医療機関及び同条第２項の協力歯科医療

機関」と，第１５７条の２第１項中「支給決定障害者（指定宿泊型自立訓練

を受ける者及び基準省令第１７０条の２第１項の厚生労働大臣が定める者

第２０１条の１１ 第１０条，第１２条，第１３条，第１５条から第１８条ま

で，第２１条，第２４条，第２９条，第３４条の２，第３６条の２から第４

２条まで，第５５条，第６０条，第６２条，第６８条，第７２条，第７６条，

第７７条，第９０条，第９２条，第９４条，第１５７条の２，第１９８条の

２から第１９８条の６まで及び第１９９条の３から第２００条の４までの

規定は，日中サービス支援型指定共同生活援助の事業について準用する。こ

の場合において，第１０条第１項中「第３２条」とあるのは「第２０１条の

１１において準用する第２０１条の３」と，第２１条第２項中「次条第１項」

とあるのは「第２０１条の１１において準用する第１９８条の４第１項」と，

第２４条第２項中「第２２条第２項」とあるのは「第２０１条の１１におい

て準用する第１９８条の４第２項」と，第６０条中「療養介護計画」とある

のは「日中サービス支援型共同生活援助計画」と，第７７条第２項第１号中

「第６０条」とあるのは「第２０１条の１１において読み替えて準用する第

６０条」と，「療養介護計画」とあるのは「日中サービス支援型共同生活援

助計画」と，同項第２号中「第５５条第１項」とあるのは「第２０１条の１

１において準用する第５５条第１項」と，同項第３号中「第６７条」とある

のは「第２０１条の１１において準用する第９０条」と，同項第４号から第

６号までの規定中「次条」とあるのは「第２０１条の１１」と，第９４条第

１項中「前条の協力医療機関」とあるのは「第２０１条の１１において準用

する第２００条の４第１項の協力医療機関及び同条第２項の協力歯科医療

機関」と，第１５７条の２第１項中「支給決定障害者（指定宿泊型自立訓練

を受ける者及び基準命令第１７０条の２第１項の厚生労働大臣が定める者
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に限る。）」とあるのは「支給決定障害者（入居前の体験的な日中サービス

支援型指定共同生活援助を受けている者を除く。）」と，同条第２項中「支

給決定障害者（指定宿泊型自立訓練を受ける者及び基準省令第１７０条の２

第２項の厚生労働大臣が定める者を除く。）」とあるのは「支給決定障害者

（入居前の体験的な日中サービス支援型指定共同生活援助を受けている者

に限る。）」と読み替えるものとする。 

に限る。）」とあるのは「支給決定障害者（入居前の体験的な日中サービス

支援型指定共同生活援助を受けている者を除く。）」と，同条第２項中「支

給決定障害者（指定宿泊型自立訓練を受ける者及び基準命令第１７０条の２

第２項の厚生労働大臣が定める者を除く。）」とあるのは「支給決定障害者

（入居前の体験的な日中サービス支援型指定共同生活援助を受けている者

に限る。）」と読み替えるものとする。 

（準用） （準用） 

第２０１条の２２ 第１２条，第１３条，第１５条から第１８条まで，第２１

条，第２４条，第２９条，第３４条の２，第３６条の２から第４２条まで，

第５５条，第６０条，第６２条，第６８条，第７２条，第７６条，第７７条，

第９０条，第９２条，第９４条，第１５７条の２，第１９８条の２から第１

９８条の６まで，第１９９条，第１９９条の２及び第２００条の２から第２

００条の４までの規定は，外部サービス利用型指定共同生活援助の事業につ

いて準用する。この場合において，第２１条第２項中「次条第１項」とある

のは「第２０１条の２２において準用する第１９８条の４第１項」と，第２

４条第２項中「第２２条第２項」とあるのは「第２０１条の２２において準

用する第１９８条の４第２項」と，第６０条中「療養介護計画」とあるのは

「外部サービス利用型共同生活援助計画」と，第７７条第２項第１号中「第

６０条」とあるのは「第２０１条の２２において準用する第６０条」と，「療

養介護計画」とあるのは「外部サービス利用型共同生活援助計画」と，同項

第２号中「第５５条第１項」とあるのは「第２０１条の２２において準用す

る第５５条第１項」と，同項第３号中「第６７条」とあるのは「第２０１条

の２２において準用する第９０条」と，同項第４号から第６号までの規定中

「次条」とあるのは「第２０１条の２２」と，第９４条第１項中「前条の協

第２０１条の２２ 第１２条，第１３条，第１５条から第１８条まで，第２１

条，第２４条，第２９条，第３４条の２，第３６条の２から第４２条まで，

第５５条，第６０条，第６２条，第６８条，第７２条，第７６条，第７７条，

第９０条，第９２条，第９４条，第１５７条の２，第１９８条の２から第１

９８条の６まで，第１９９条，第１９９条の２及び第２００条の２から第２

００条の４までの規定は，外部サービス利用型指定共同生活援助の事業につ

いて準用する。この場合において，第２１条第２項中「次条第１項」とある

のは「第２０１条の２２において準用する第１９８条の４第１項」と，第２

４条第２項中「第２２条第２項」とあるのは「第２０１条の２２において準

用する第１９８条の４第２項」と，第６０条中「療養介護計画」とあるのは

「外部サービス利用型共同生活援助計画」と，第７７条第２項第１号中「第

６０条」とあるのは「第２０１条の２２において準用する第６０条」と，「療

養介護計画」とあるのは「外部サービス利用型共同生活援助計画」と，同項

第２号中「第５５条第１項」とあるのは「第２０１条の２２において準用す

る第５５条第１項」と，同項第３号中「第６７条」とあるのは「第２０１条

の２２において準用する第９０条」と，同項第４号から第６号までの規定中

「次条」とあるのは「第２０１条の２２」と，第９４条第１項中「前条の協
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力医療機関」とあるのは「第２０１条の２２において準用する第２００条の

４第１項の協力医療機関及び同条第２項の協力歯科医療機関」と，第１５７

条の２第１項中「支給決定障害者（指定宿泊型自立訓練を受ける者及び基準

省令第１７０条の２第１項の厚生労働大臣が定める者に限る。）」とあるの

は「支給決定障害者（入居前の体験的な外部サービス利用型指定共同生活援

助を受けている者を除く。）」と，同条第２項中「支給決定障害者（指定宿

泊型自立訓練を受ける者及び基準省令第１７０条の２第２項の厚生労働大

臣が定める者を除く。）」とあるのは「支給決定障害者（入居前の体験的な

外部サービス利用型指定共同生活援助を受けている者に限る。）」と，第１

９９条第３項中「当該指定共同生活援助事業所の従業者」とあるのは「当該

外部サービス利用型指定共同生活援助事業所及び受託居宅介護サービス事

業所の従業者」と読み替えるものとする。 

力医療機関」とあるのは「第２０１条の２２において準用する第２００条の

４第１項の協力医療機関及び同条第２項の協力歯科医療機関」と，第１５７

条の２第１項中「支給決定障害者（指定宿泊型自立訓練を受ける者及び基準

命令第１７０条の２第１項の厚生労働大臣が定める者に限る。）」とあるの

は「支給決定障害者（入居前の体験的な外部サービス利用型指定共同生活援

助を受けている者を除く。）」と，同条第２項中「支給決定障害者（指定宿

泊型自立訓練を受ける者及び基準命令第１７０条の２第２項の厚生労働大

臣が定める者を除く。）」とあるのは「支給決定障害者（入居前の体験的な

外部サービス利用型指定共同生活援助を受けている者に限る。）」と，第１

９９条第３項中「当該指定共同生活援助事業所の従業者」とあるのは「当該

外部サービス利用型指定共同生活援助事業所及び受託居宅介護サービス事

業所の従業者」と読み替えるものとする。 

（従業者の員数等に関する特例） （従業者の員数等に関する特例） 

第２０２条 （省 略） 第２０２条 （省 略） 

２ 多機能型事業所（指定児童発達支援事業所，指定医療型児童発達支援事業

所及び指定放課後等デイサービス事業所を多機能型として一体的に行うも

のを除く。以下この条において同じ。）は，第８０条第１項第３号及び第７

項，第１４３条第１項第２号及び第８項，第１５３条第１項第３号及び第７

項，第１６３条第１項第３号及び第５項並びに第１７４条第１項第２号及び

第５項（これらの規定を第１８７条において準用する場合を含む。）の規定

にかかわらず，一体的に事業を行う多機能型事業所のうち基準省令第２１５

条第２項の厚生労働大臣が定めるものを一の事業所であるとみなして，当該

一の事業所とみなされた事業所に置くべきサービス管理責任者の数を，次の

各号に掲げる当該多機能型事業所の利用者の数の合計の区分に応じ，当該各

２ 多機能型事業所（指定児童発達支援事業所，指定医療型児童発達支援事業

所及び指定放課後等デイサービス事業所を多機能型として一体的に行うも

のを除く。以下この条において同じ。）は，第８０条第１項第３号及び第７

項，第１４３条第１項第２号及び第８項，第１５３条第１項第３号及び第７

項，第１６３条第１項第３号及び第５項並びに第１７４条第１項第２号及び

第５項（これらの規定を第１８７条において準用する場合を含む。）の規定

にかかわらず，一体的に事業を行う多機能型事業所のうち基準命令第２１５

条第２項の厚生労働大臣が定めるものを一の事業所であるとみなして，当該

一の事業所とみなされた事業所に置くべきサービス管理責任者の数を，次の

各号に掲げる当該多機能型事業所の利用者の数の合計の区分に応じ，当該各
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号に定める数とし，この項の規定により置くべきものとされるサービス管理

責任者のうち，１人以上は，常勤でなければならないものとすることができ

る。 

号に定める数とし，この項の規定により置くべきものとされるサービス管理

責任者のうち，１人以上は，常勤でなければならないものとすることができ

る。 

 (１)・(２) （省 略）  (１)・(２) （省 略） 

附 則 附 則 

１ （省 略） １ （省 略） 

２ 当分の間，第１号の厚生労働大臣が定める者に対し指定生活介護を提供す

る指定生活介護事業所に置くべき看護職員（保健師又は看護師若しくは准看

護師をいう。以下この項において同じ。），理学療法士又は作業療法士及び

生活支援員の総数は，第８０条第１項第２号アの規定にかかわらず，指定生

活介護の単位ごとに，常勤換算方法で，次に掲げる数を合計した数以上とす

る。 

２ 当分の間，第１号の厚生労働大臣が定める者に対し指定生活介護を提供す

る指定生活介護事業所に置くべき看護職員（保健師又は看護師若しくは准看

護師をいう。以下この項において同じ。），理学療法士又は作業療法士及び

生活支援員の総数は，第８０条第１項第２号アの規定にかかわらず，指定生

活介護の単位ごとに，常勤換算方法で，次に掲げる数を合計した数以上とす

る。 

 (１) 次のアからウまでに掲げる利用者（基準省令附則第４条第１項第１号

の厚生労働大臣が定める者を除く。以下この号において同じ。）の平均障

害支援区分に応じ，それぞれアからウまでに掲げる数 

 (１) 次のアからウまでに掲げる利用者（基準命令附則第４条第１項第１号

の厚生労働大臣が定める者を除く。以下この号において同じ。）の平均障

害支援区分に応じ，それぞれアからウまでに掲げる数 

  ア～ウ （省 略）   ア～ウ （省 略） 

 (２) （省 略）  (２) （省 略） 

３ （省 略） ３ （省 略） 

４ 指定共同生活援助事業者又は外部サービス利用型指定共同生活援助事業

者は，平成１８年１０月１日において存していた指定共同生活援助事業所に

おいて，指定共同生活援助の事業又は外部サービス利用型指定共同生活援助

の事業を行う場合には，当該事業所の共同生活住居（基本的な設備が完成し

ているものを含み，同日以後に増築され，又は改築される等建物の構造を変

４ 指定共同生活援助事業者又は外部サービス利用型指定共同生活援助事業

者は，平成１８年１０月１日において存していた指定共同生活援助事業所に

おいて，指定共同生活援助の事業又は外部サービス利用型指定共同生活援助

の事業を行う場合には，当該事業所の共同生活住居（基本的な設備が完成し

ているものを含み，同日以後に増築され，又は改築される等建物の構造を変
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更したものを除く。）が満たすべき設備に関する基準については，第１９８

条第７項及び第８項（これらの規定を第２０１条の１６において準用する場

合を含む。）の規定にかかわらず，基準省令による改正前の障害者自立支援

法に基づく指定障害福祉サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準

等に関する省令（平成１８年厚生労働省令第５８号）第１０９条第２項及び

第３項に定める基準によることができる。 

更したものを除く。）が満たすべき設備に関する基準については，第１９８

条第７項及び第８項（これらの規定を第２０１条の１６において準用する場

合を含む。）の規定にかかわらず，基準命令による改正前の障害者自立支援

法に基づく指定障害福祉サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準

等に関する省令（平成１８年厚生労働省令第５８号）第１０９条第２項及び

第３項に定める基準によることができる。 

５ 第１９９条第３項及び第２０１条の８第４項の規定は，指定共同生活援助

事業所又は日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の利用者のうち，重

度訪問介護，同行援護又は行動援護に係る支給決定を受けることができる者

であって，区分省令第１条第５号に規定する区分４，同条第６号に規定する

区分５又は同条第７号に規定する区分６に該当するものが，共同生活住居内

において，当該指定共同生活援助事業所又は日中サービス支援型指定共同生

活援助事業所の従業者以外の者による居宅介護又は重度訪問介護の利用を

希望する場合については，令和６年３月３１日までの間，当該利用者につい

ては，適用しない。 

５ 第１９９条第３項及び第２０１条の８第４項の規定は，指定共同生活援助

事業所又は日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の利用者のうち，重

度訪問介護，同行援護又は行動援護に係る支給決定を受けることができる者

であって，区分命令第１条第５号に規定する区分４，同条第６号に規定する

区分５又は同条第７号に規定する区分６に該当するものが，共同生活住居内

において，当該指定共同生活援助事業所又は日中サービス支援型指定共同生

活援助事業所の従業者以外の者による居宅介護又は重度訪問介護の利用を

希望する場合については，令和６年３月３１日までの間，当該利用者につい

ては，適用しない。 

６ 第１９９条第３項及び第２０１条の８第４項の規定は，指定共同生活援助

事業所又は日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の利用者のうち，区

分省令第１条第５号に規定する区分４，同条第６号に規定する区分５又は同

条第７号に規定する区分６に該当するものが，共同生活住居内において，当

該指定共同生活援助事業所又は当該日中サービス支援型指定共同生活援助

事業所の従業者以外の者による居宅介護（身体介護に係るものに限る。以下

この項において同じ。）の利用を希望し，次に掲げる要件のいずれにも該当

する場合については，令和６年３月３１日までの間，当該利用者については，

適用しない。 

６ 第１９９条第３項及び第２０１条の８第４項の規定は，指定共同生活援助

事業所又は日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の利用者のうち，区

分命令第１条第５号に規定する区分４，同条第６号に規定する区分５又は同

条第７号に規定する区分６に該当するものが，共同生活住居内において，当

該指定共同生活援助事業所又は当該日中サービス支援型指定共同生活援助

事業所の従業者以外の者による居宅介護（身体介護に係るものに限る。以下

この項において同じ。）の利用を希望し，次に掲げる要件のいずれにも該当

する場合については，令和６年３月３１日までの間，当該利用者については，

適用しない。 

52



（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 (１)・(２) （省 略）  (１)・(２) （省 略） 

７・８ （省 略）  ７・８ （省 略）  

 附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 
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市 議 案 第 ５ ８ 号  
豊 中 市 火 災 予 防 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 設 定  
に つ い て  

 豊 中 市 火 災 予 防 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 設 定

す る も の と す る 。  
 
  令 和 ５ 年 （ ２ ０ ２ ３ 年 ） ５ 月 ３ １ 日 提 出         
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  
 対 象 火 気 設 備 等 の 位 置 ， 構 造 及 び 管 理 並 び に 対 象 火 気 器 具 等

の 取 扱 い に 関 す る 条 例 の 制 定 に 関 す る 基 準 を 定 め る 省 令 の 改 正

等 に 伴 い ， 急 速 充 電 設 備 の 定 義 を 整 備 す る と と も に ， そ の 他 所

要 の 規 定 を 改 正 す る た め ， 提 案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

   豊中市火災予防条例の一部を改正する条例 

 豊中市火災予防条例（昭和３７年豊中市条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（急速充電設備） （急速充電設備） 

第１１条の２ 急速充電設備（電気を設備内部で変圧して，電気自動車等（電

気を動力源とする自動車等（道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第２

条第１項第９号に規定する自動車又は同項第１０号に規定する原動機付自

転車をいう。第１２号において同じ。）をいう。以下この条において同じ。）

に充電する設備（全出力２０キロワット以下のもの及び全出力２００キロワ

ットを超えるものを除く。）をいう。以下同じ。）の位置，構造及び管理は，

次に掲げる基準によらなければならない。 

第１１条の２ 急速充電設備（電気を設備内部で変圧して，電気自動車等（電

気を動力源とする自動車，原動機付自転車，船舶，航空機その他これらに類

するものをいう。以下同じ。）にコネクター（充電用ケーブルを電気自動車

等に接続するためのものをいう。以下同じ。）を用いて充電する設備（全出

力２０キロワット以下のものを除く。）をいい，分離型のもの（変圧する機

能を有する設備本体及び充電ポスト（コネクター及び充電用ケーブルを収納

する設備で，変圧する機能を有しないものをいう。以下同じ。）により構成

されるものをいう。以下同じ。）にあっては，充電ポストを含む。以下同じ。）

の位置，構造及び管理は，次に掲げる基準によらなければならない。 

(１) 急速充電設備（全出力５０キロワット以下のもの及び消防長が認める

延焼を防止するための措置が講じられているものを除く。）を屋外に設け

る場合にあっては，建築物から３メートル以上の距離を保つこと。ただし，

不燃材料で造り，又は覆われた外壁で開口部のないものに面するときは，

この限りでない。 

(１) 急速充電設備（全出力５０キロワット以下のもの及び消防長が認める

延焼を防止するための措置が講じられているものを除く。）を屋外に設け

る場合にあっては，建築物から３メートル以上の距離を保つこと。ただし，

次に掲げるものにあっては，この限りでない。 

 ア 不燃材料で造り，又は覆われた外壁で開口部のないものに面するもの 

イ 分離型のものにあっては，充電ポスト 

(２) その 筐
きょう

体は，不燃性の金属材料で造ること。 (２) その 筐
きょう

体は，不燃性の金属材料で造ること。ただし，分離型のもの

の充電ポストにあっては，この限りでない。 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

(３)～(５) （省 略） (３)～(５) （省 略） 

(６) 急速充電設備と電気自動車等が確実に接続されていない場合には，充

電を開始しない措置を講ずること。 

(６) コネクターと電気自動車等が確実に接続されていない場合には，充電

を開始しない措置を講ずること。 

(７) 急速充電設備と電気自動車等の接続部に電圧が印加されている場合

には，当該接続部が外れないようにする措置を講ずること。 

(７) コネクターが電気自動車等に接続され，電圧が印加されている場合に

は，当該コネクターが当該電気自動車等から外れないようにする措置を講

ずること。 

(８)～(10) （省 略） (８)～(10) （省 略） 

(11) 急速充電設備を手動で緊急停止させることができる措置を講ずるこ

と。 

(11) 急速充電設備を手動で緊急に停止することができる装置を，当該急速

充電設備の利用者が異常を認めたときに，速やかに操作することができる

箇所に設けること。 

(12) 自動車等の衝突を防止する措置を講ずること。 (12) 急速充電設備と電気自動車等の衝突を防止する措置を講ずること。 

(13) コネクター（充電用ケーブルを電気自動車等に接続するための部分を

いう。以下この号において同じ。）について，操作に伴う不時の落下を防

止する措置を講ずること。ただし，コネクターに十分な強度を有するもの

にあっては，この限りでない。 

(13) コネクターについて，操作に伴う不時の落下を防止する措置を講ずる

こと。ただし，コネクターに十分な強度を有するものにあっては，この限

りでない。 

(14)・(15) （省 略） (14)・(15) （省 略） 

(16) 急速充電設備のうち蓄電池を内蔵しているものにあっては，当該蓄電

池について次に掲げる措置を講ずること。 

(16) 急速充電設備のうち蓄電池を内蔵しているものにあっては，当該蓄電

池（主として保安のために設けるものを除く。）について次に掲げる措置

を講ずること。 

ア～エ （省 略） ア～エ （省 略） 

 (17) 急速充電設備のうち分離型のものにあっては，充電ポストに蓄電池

（主として保安のために設けるものを除く。）を内蔵しないこと。 

(17)・(18) （省 略） (18)・(19) （省 略） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

２ （省 略） ２ （省 略） 

（避雷設備） （避雷設備） 

第１６条 避雷設備の位置及び構造は，消防長が指定する日本産業規格（産業

標準化法（昭和２４年法律第１８５号）第２０条第１項の日本産業規格をい

う。）に適合するものとしなければならない。 

第１６条 避雷設備の位置及び構造は，消防長が指定する日本産業規格（産業

標準化法（昭和２４年法律第１８５号）第２０条第１項の日本産業規格をい

う。以下同じ。）に適合するものとしなければならない。 

２ （省 略） ２ （省 略） 

（喫煙等） （喫煙等） 

第２３条 （省 略） 第２３条 （省 略） 

２ （省 略） ２ （省 略） 

３ 前項の場合において，併せて図記号による標識を設けるときは，別表第７

に定めるものとしなければならない。 

 

４ 第１項の消防長が指定する場所（同項第３号に掲げる場所を除く。）を有

する防火対象物の関係者は，次の各号に掲げる場合の区分に応じ，それぞれ

当該各号に定める措置を講じなければならない。 

３ 第１項の消防長が指定する場所（同項第３号に掲げる場所を除く。）を有

する防火対象物の関係者は，次の各号に掲げる場合の区分に応じ，それぞれ

当該各号に定める措置を講じなければならない。 

(１) （省 略） (１) （省 略） 

(２) 前号に掲げる場合以外の場合 適当な数の吸殻
がら

容器を設けた喫煙所

の設置及び当該喫煙所における「喫煙所」と表示した標識の設置（併せて

図記号による標識を設けるときは，別表第７に定めるものとしなければな

らない。） 

(２) 前号に掲げる場合以外の場合 適当な数の吸い殻容器を設けた喫煙

所の設置及び当該喫煙所における「喫煙所」と表示した標識の設置（健康

増進法（平成１４年法律第１０３号）第３３条第２項に規定する喫煙専用

室標識を設ける場合においては，この限りでない。） 

 ４ 第２項又は前項第２号に規定する標識と併せて図記号による標識を設け

るときは，「禁煙」又は「火気厳禁」と表示した標識と併せて設ける図記号

にあっては国際標準化機構が定めた規格第７０１０号又は日本産業規格Ｚ

８２１０に適合するものとし，「喫煙所」と表示した標識と併せて設ける図
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

記号にあっては国際標準化機構が定めた規格第７００１号又は日本産業規

格Ｚ８２１０に適合するものとしなければならない。 

５ 前項第２号に掲げる場合において，劇場等の喫煙所は，階ごとに客席及び

廊下（通行の用に供しない部分を除く。）以外の場所に設けなければならな

い。ただし，劇場等の一部の階において全面的に喫煙が禁止されている旨の

標識の設置その他の当該階における全面的な喫煙の禁止を確保するために

消防長が火災予防上必要と認める措置を講じた場合は，当該階において喫煙

所を設けないことができる。 

５ 第３項第２号に掲げる場合において，劇場等の喫煙所は，階ごとに客席及

び廊下（通行の用に供しない部分を除く。）以外の場所に設けなければなら

ない。ただし，劇場等の一部の階において全面的に喫煙が禁止されている旨

の標識の設置その他の当該階における全面的な喫煙の禁止を確保するため

に消防長が火災予防上必要と認める措置を講じた場合は，当該階において喫

煙所を設けないことができる。 

６・７ （省 略） ６・７ （省 略） 

（作業中の防火管理） （作業中の防火管理） 

第２８条 （省 略） 第２８条 （省 略） 

２～４ （省 略） ２～４ （省 略） 

５ 作業現場においては，火災予防上安全な場所に吸殻
がら

容器を設け，当該場所

以外の場所では喫煙してはならない。 

５ 作業現場においては，火災予防上安全な場所に吸い殻容器を設け，当該場

所以外の場所では喫煙してはならない。 

（火災に関する警報の発令中における火の使用の制限） （火災に関する警報の発令中における火の使用の制限） 

第２９条 火災に関する警報が発せられた場合における火の使用については，

次の各号に定めるところによらなければならない。 

第２９条 火災に関する警報が発せられた場合における火の使用については，

次の各号に定めるところによらなければならない。 

(１)～(４) （省 略） (１)～(４) （省 略） 

(５) 残火（たばこの吸殻
がら

を含む。），取灰又は火粉を始末すること。 (５) 残火（たばこの吸い殻を含む。），取灰又は火粉を始末すること。 

(６) （省 略） (６) （省 略） 

別表第４から別表第６まで 削除 

別表第７ 

別表第４から別表第７まで 削除 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

表示の種類 図記号 色 

禁煙である旨の表示 

 
 

記号は黒，斜めの帯及び枠は赤，地は

白 

火気厳禁である旨の表示 

 
 

記号は黒，斜めの帯及び枠は赤，地は

白 

喫煙所である旨の表示 

 
 

記号は黒，地は白 

 

 
 

 

附 則 

１ この条例は，公布の日から施行する。ただし，第１１条の２第１項の改正規定及び次項の規定は，令和５年１０月１日から施行する。 

２ 第１１条の２第１項の改正規定の施行の際，現に設置され，又は設置の工事がされているこの条例による改正後の豊中市火災予防条例（以下「新条例」とい

う。）第１１条の２第１項に規定する急速充電設備に係る位置，構造及び管理に関する基準の適用については，なお従前の例による。 

３ 新条例第２３条第３項第２号の規定の適用については，当分の間，同号中「喫煙専用室標識」とあるのは，「喫煙専用室標識又は健康増進法の一部を改正す

る法律（平成３０年法律第７８号）附則第３条第１項の規定により読み替えて適用される健康増進法第３３条第２項に規定する指定たばこ専用喫煙室標識」と

読み替えるものする。 

４ この条例の施行の際，現に設置され，又は設置の工事がされている新条例第２３条第２項又は第３項第２号に規定する標識と併せて設ける図記号のうち，新

条例第２３条第４項の規定に適合しないものについては，当該規定にかかわらず，なお従前の例による。 
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市議案第５９号 

   工事請負契約の締結について 

 

 次のとおり工事請負契約を締結するものとする。 

 

 

  令和５年（２０２３年）５月３１日提出 

 

 

                  豊中市長  長 内 繁 樹  

 

 

記 

 

件     名 契 約 金 額        契 約 先         

豊中市立第二中学校外２

校外装改修及び渡り廊下

耐震補強工事 

358,490,000 円 株 式 会 社 河 崎 組 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

 上記の工事について請負契約を締結したいので、議会の議決に付すべき 

契約及び財産の取得又は処分並びに重要な公の施設に関する条例第２条の

規定により提案するものである。  
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件） 場　　　　　所

豊中市宮山町２丁目１番１号外２カ所豊中市立第二中学校外２校外装改修及び渡り廊下耐震補強工事

担 当 部 (局) 課 (室)

財務部 施設課仮　契　約　日 令和  5 年  5 月 23 日

契 約 業 者 名 （株）河崎組 履行期間
本契約締結日 から

契約方法
総合評価一般競争入札

種別 建築工事
令和  6 年  3 月 15 日 まで 落札

契 約 金 額     358,490,000 契 約 業 者 大阪府豊中市南桜塚２－６－３０ 電 送
令和  5 年  4 月  6 日  午後 1 時 00 分

(内消費税額)     32,590,000 所  在  地

入 札 期 間
令和  5 年  5 月 12 日  午前 9 時 00 分　から

予定価格(税込)     388,358,300 低入札基準価格(税込)     357,288,800 落 札 金 額     358,490,000 令和  5 年  5 月 15 日  午後 5 時 00 分　まで
予定価格(税抜)     353,053,000 低入札基準価格(税抜)     324,808,000 落札金額は、入札金額に消費税を加算したもの。 開 札 日 時 令和  5 年  5 月 16 日  午前 10 時 00 分

合 算 又 は 按 分 状 況 № 業 者 名 及 び 入 札 経 過 　１　回 技術評価点 価格評価

入

点 総 得 点 順 位(

　

円)

工　　 事　　 

札

概　　 要

備　　　　

　

　　　　　 考

豊中市

結

立第二中学校外２校の

　

校舎等の外装改修工事

果

一式及び渡り廊
下の耐

　

震補強工事一式を行う

表

もの。

924-0 落札

　

    8.07   

　

  89.09    

　

 97.16 11
（株

　

）河崎組     32

　

5,900,000
9

　

804-0
    1

　

.92     89.

　

35     91.2

　

7 22
（株）あさひ建

　

装     325,5

　

88,000
2640

件

-0 無効
    0.

　

00     0.00

　

    0.003
東

　

周建設（株）

　　名 （電子入札対象案
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業 者 経 歴 表

技　術

職員数

924-0 千円 人 千円

(株)河崎組 8 752,656 豊中市

備考

豊中市役所第一庁舎耐震補強工事
30,000

件　　名 豊中市立第二中学校外２校外装改修及び渡り廊下耐震補強工事

業　　　者　　　名 資　本　金 主な工事経歴 請負金額 発注者
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配置図

Ｎ

豊中市宮山町２丁目１番１号（第二中学校）

二中北通り線

宮
山
町
第
６
７
号
線

宮
山
町
第
５
７
号
線

二中南側桜の町線

特別管理普通教室棟

豊中市立第二中学校外２校外装改修及び渡り廊下耐震補強工事

普通教室棟

外装改修

外装改修

耐震補強、外装改修

外装改修

外装改修

外装改修

外装改修

倉庫

外装改修

渡り廊下

便所
外装改修

EV棟

特別教室棟
渡り廊下

管理者普通教室棟

渡り廊下

渡り廊下

普通教室棟 普通教室棟

外装改修

プール

体育館

ﾌﾟｰﾙ付属棟

場　所

今回工事箇所

　件　名

凡　例
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凡　例

今回工事箇所

Ｎ

渡り廊下

件 名 場 所

豊
中
柴
原
線

運動場

柴
原
第
５
５
号
線

十三中千里川橋線

配置図

普
通
教
室
棟

特
別
教
室
棟

管
理
普
通
教
室
棟

耐震補強

体育館

プール

プ
ー
ル
付
属
棟

豊中市柴原町２丁目１４番１号（第十三中学校）豊中市立第二中学校外２校外装改修及び渡り廊下耐震補強工事
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Ｎ

豊中市東豊中町６丁目２番１号（東豊台小学校）

特別教室棟

東豊中町第７５号線

管理普通教室棟

普通教室棟

神 崎 刀 根 山 線

東豊中町第７５号線

運動場

東
豊
中
町
第
７
５
号
線

プール

門

門

門

門

体育館

耐震補強

渡り廊下

プール付属棟

豊中市立第二中学校外２校外装改修及び渡り廊下耐震補強工事

配置図

件 名 場 所

凡　例

今回工事箇所
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市議案第６０号 

   工事請負契約の締結について 

 

 次のとおり工事請負契約を締結するものとする。 

 

 

  令和５年（２０２３年）５月３１日提出 

 

 

                  豊中市長  長 内 繁 樹  

 

 

記 

 

件     名 契 約 金 額        契 約 先         

豊中市立桜井谷小学校外

２校外装改修及び渡り廊

下等耐震補強工事 

193,930,000 円 株 式 会 社 松 本 工 務 店 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

 上記の工事について請負契約を締結したいので、議会の議決に付すべき 

契約及び財産の取得又は処分並びに重要な公の施設に関する条例第２条の

規定により提案するものである。  
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件） 場　　　　　所

豊中市柴原町３丁目１１番１号外２カ所豊中市立桜井谷小学校外２校外装改修及び渡り廊下等耐震補強工事

担 当 部 (局) 課 (室)

財務部 施設課仮　契　約　日 令和  5 年  5 月 23 日

契 約 業 者 名 （株）松本工務店 履行期間
本契約締結日 から

契約方法
総合評価一般競争入札

種別 建築工事
令和  6 年  3 月 15 日 まで 落札

契 約 金 額     193,930,000 契 約 業 者 大阪府豊中市北桜塚３－１－２７ 電 送
令和  5 年  4 月  6 日  午後 1 時 00 分

(内消費税額)     17,630,000 所  在  地

入 札 期 間
令和  5 年  5 月 12 日  午前 9 時 00 分　から

予定価格(税込)     210,123,100 低入札基準価格(税込)     193,312,900 落 札 金 額     193,930,000 令和  5 年  5 月 15 日  午後 5 時 00 分　まで
予定価格(税抜)     191,021,000 低入札基準価格(税抜)     175,739,000 落札金額は、入札金額に消費税を加算したもの。 開 札 日 時 令和  5 年  5 月 16 日  午前 10 時 30 分

合 算 又 は 按 分 状 況 № 業 者 名 及 び 入 札 経 過 　１　回 技術評価

入

点 価格評価点 総 得 

　

点 順 位(円)

工　　

札

 事　　 概　　 要

　

備　　　　　　　　　

結

 考

豊中市立桜井谷小

　

学校外２校外装改修及

果

び渡り廊下等耐震補強

　

工事
一式を行うもの。

表

2207-0 落札
  

　

  6.53     

　

89.14     9

　

5.67 11
（株）松

　

本工務店     17

　

6,300,000
9

　

804-0
    1

　

.92     88.

　

69     90.6

　

1 22
（株）あさひ建

　

装     176,5

　

94,000
2640

件

-0 無効
    0.

　

00     0.00

　

    0.003
東

　

周建設（株）

　　名 （電子入札対象案
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業 者 経 歴 表

技　術

職員数

2207- 0 千円 人 千円

(株)松本工務店 6 298,368 豊中市

備考

豊中市立武道館ひびき及び豊中市立青年の
家いぶき大規模改修工事36,000

件　　名 豊中市立桜井谷小学校外２校外装改修及び渡り廊下等耐震補強工事

業　　　者　　　名 資　本　金 主な工事経歴 請負金額 発注者
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外装改修

凡　例

配置図

Ｎ

件　名 場　所

今回工事箇所

豊中市柴原町３丁目１１番１号（桜井谷小学校）

普通教室棟

体育館

プール

普通教室棟

特別教室棟 管理普通教室棟

主
要
地
方
道
豊
中
亀
岡
線

柴原町第２９号線

柴
原

町
第

２
７
号

線

体育倉庫

プール付属棟

二中南側桜の町線

渡り廊下①

渡り廊下②

渡り廊下③

陶芸小屋

外装改修

外装改修

ポンプ室

外装改修

外装改修

耐震補強・外装改修

耐震補強・外装改修

耐震補強・外装改修

豊中市立桜井谷小学校外2校外装改修及び渡り廊下等耐震補強工事
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凡　例

北
桜

塚
第

1
3
号

線

豊中市北桜塚２丁目６番１号（桜塚小学校）場　所件　名

北桜塚第13号
線

北桜塚第１６号線

配置図

今回工事箇所

Ｎ

教室棟

特別 教室棟

普通

普通教室棟

管理普通

教室棟

管理特別教室棟

プール

体育館

普通教室棟

屋外階段

耐震補強

プール付属棟

豊中市立桜井谷小学校外２校外装改修及び渡り廊下等耐震補強工事
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凡　例

配置図

体育館

普
通
教
室
棟

普
通
教
室
棟

管
理
棟

管
理
普

通
教
室
棟

普
通
教

室
棟

特別教室棟

特
別
普
通
教

室
棟

普
通
教
室
棟

普
通
教
室

棟

授
産
施
設

プール

北
丘
小
学
校
通
り
線

新
千
里
北
町
歩
第
9号

線

新千里北町第19号線

Ｎ

件　名 場　所 豊中市新千里北町２丁目１９番１号（北丘小学校）

今回工事箇所

新千里北町歩第9号線

渡り廊下

耐震補強

プ
ー
ル
付

属
棟

豊中市立桜井谷小学校外２校外装改修及び渡り廊下等耐震補強工事
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市議案第６１号 

   工事請負契約の締結について 

 

 次のとおり工事請負契約を締結するものとする。 

 

 

  令和５年（２０２３年）５月３１日提出 

 

 

                  豊中市長  長 内 繁 樹  

 

 

記 

 

件     名 契 約 金 額        契 約 先         

豊中市立第十六中学校外

３校外装改修及び渡り廊

下等耐震補強工事 

191,114,000 円 勝 部 建 設 株 式 会 社 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

 上記の工事について請負契約を締結したいので、議会の議決に付すべき 

契約及び財産の取得又は処分並びに重要な公の施設に関する条例第２条の

規定により提案するものである。  
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件） 場　　　　　所

豊中市北条町３丁目１８番１号外３カ所豊中市立第十六中学校外３校外装改修及び渡り廊下等耐震補強工事

担 当 部 (局) 課 (室)

財務部 施設課仮　契　約　日 令和  5 年  5 月 23 日

契 約 業 者 名 勝部建設（株） 履行期間
本契約締結日 から

契約方法
総合評価一般競争入札

種別 建築工事
令和  6 年  3 月 15 日 まで 落札

契 約 金 額     191,114,000 契 約 業 者 大阪府豊中市庄内栄町３－２２－７ 電 送
令和  5 年  4 月  6 日  午後 1 時 00 分

(内消費税額)     17,374,000 所  在  地

入 札 期 間
令和  5 年  5 月 12 日  午前 9 時 00 分　から

予定価格(税込)     207,603,000 低入札基準価格(税込)     190,994,100 落 札 金 額     191,114,000 令和  5 年  5 月 15 日  午後 5 時 00 分　まで
予定価格(税抜)     188,730,000 低入札基準価格(税抜)     173,631,000 落札金額は、入札金額に消費税を加算したもの。 開 札 日 時 令和  5 年  5 月 16 日  午前 11 時 00 分

合 算 又 は 按 分 状 況 № 業 者 名 及 び 入 札 経 過 　１　回 技術評価

入

点 価格評価点 総 得 

　

点 順 位(円)

工　　

札

 事　　 概　　 要

　

備　　　　　　　　　

結

 考

校舎の外装改修工

　

事一式及び渡り廊下等

果

の耐震補強工事一式を

　

行う
もの。

1095-

表

0 落札
    7.1

　

1     89.83

　

    96.94 1

　

1
勝部建設（株）   

　

  173,740,

　

000
9804-0

 

　

   1.92    

　

 89.71     

　

91.63 22
（株）

　

あさひ建装     1

　

73,817,000

　

2640-0 無効
  

件

  0.00     

　

0.00     0.

　

003
東周建設（株）

　

2207-0 取落につ

　

き除外
    0.0

　

0     0.00  

名

   0.004
（株

（

）松本工務店

電子入札対象案
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業 者 経 歴 表

技　術

職員数

1095-0 千円 人 千円

勝部建設(株) 6 159,936 豊中市

備考

豊中市立文化芸術センター中ホール内装改
修工事50,000

件　　名 豊中市立第十六中学校外３校外装改修及び渡り廊下等耐震補強工事

業　　　者　　　名 資　本　金 主な工事経歴 請負金額 発注者
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公園

北条町第２６号線

Ｎ

場　所件　名

北条豊南線

外装改修

北
条
町
第
３
８
号
線

体育館

外装改修

渡り廊下 外装改修

運動場

北条町第２６号線

配置図

今回工事箇所

凡　例

プール

特別教室棟
管理普通

教室棟

教室棟
普通

外装改修北条町第３９号線

豊中市北条町３丁目１８番１号（第十六中学校）

北
条
町
第
２
６
号
線

プール付属棟

豊中市立第十六中学校外３校外装改修及び渡り廊下等耐震補強工事
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配置図

凡　例

件　名 場　所

今回工事箇所

豊中市寺内２丁目１５番１号（寺内小学校）

Ｎ

寺内
第２

３号
線

寺
内
第
２
４
号
線

寺内第２５
号線

運動場

体育館

普通教室棟

普通教室棟

特別教室棟

管理普通教室棟

プール

普通教室棟

屋外階段

耐震補強

プール付属棟

豊中市立第十六中学校外３校外装改修及び渡り廊下等耐震補強工事

76



件　名 場　所

管理普通教室棟

東泉丘第１８号線

運動場

Ｎ

配置図

凡　例

千
里
園
熊
野
田
線

今回工事箇所

プール

普通教室棟

特別

教室棟

体育館

豊中市東泉丘３丁目２番１号（東泉丘小学校）

屋外階段①

耐震補強

耐震補強

屋外階段②

プール付属棟

豊中市立第十六中学校外３校外装改修及び渡り廊下等耐震補強工事
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プール 体育館

運動場

北
条
豊
南
線

北条町第３８号線

凡　例

勝部寺内線

配置図

Ｎ

豊中市北条町２丁目１６番１号（北条小学校）件　名 場　所

特別教室棟 普通教室棟

管理普通教室棟

渡り廊下

耐震補強

屋外階段

耐震補強

北
条
町
第
２
３
号
線

今回工事箇所

プール付属棟

豊中市立第十六中学校外３校外装改修及び渡り廊下等耐震補強工事
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市議案第６２号 

   工事請負契約の締結について 

 

 次のとおり工事請負契約を締結するものとする。 

 

 

  令和５年（２０２３年）５月３１日提出 

 

 

                  豊中市長  長 内 繁 樹  

 

 

記 

 

件     名 契 約 金 額        契 約 先         

千里園熊野田線（寺内中

央橋）改修工事 
174,570,000 円 橋 本 建 設 株 式 会 社 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

 上記の工事について請負契約を締結したいので、議会の議決に付すべき 

契約及び財産の取得又は処分並びに重要な公の施設に関する条例第２条の

規定により提案するものである。  
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件） 場　　　　　所

豊中市寺内1丁目地内外千里園熊野田線（寺内中央橋）改修工事

担 当 部 (局) 課 (室)

都市基盤部 基盤整備課仮　契　約　日 令和  5 年  5 月 22 日

契 約 業 者 名 橋本建設（株） 履行期間
本契約締結日 から

契約方法
総合評価一般競争入札

種別 土木工事
令和  7 年  1 月 15 日 まで 落札

契 約 金 額     174,570,000 契 約 業 者 大阪府豊中市上野西１－１２－２６ 電 送
令和  5 年  4 月  6 日  午後 1 時 00 分

(内消費税額)     15,870,000 所  在  地

入 札 期 間
令和  5 年  5 月 11 日  午前 9 時 00 分　から

予定価格(税込)     192,618,800 低入札基準価格(税込)     174,200,400 落 札 金 額     174,570,000 令和  5 年  5 月 12 日  午後 5 時 00 分　まで
予定価格(税抜)     175,108,000 低入札基準価格(税抜)     158,364,000 落札金額は、入札金額に消費税を加算したもの。 開 札 日 時 令和  5 年  5 月 15 日  午前 10 時 00 分

合 算 又 は 按 分 状 況 № 業 者 名 及 び 入 札 経 過 　１　回 技術評価点 価格評価点 総 得 点 順 位(

入

円)

工　　 事　　 

　

概　　 要

備　　　　

札

　　　　　 考

橋長L

　

=41.55m 幅員

結

W=16.00m
仮設

　

工　　　　　1式
橋梁

果

補修工　　　1式
橋面

　

工　　　　　1式
伸縮

表

装置設置工　1式
高欄

　

嵩上げ工　　1式
排水

　

装置補修工　1式
耐震

　

補強工　　　1式
付帯

　

工　　　　　1式

16

　

84-0 落札
    

　

9.80     89

　

.42     99.

　

22 11
橋本建設（株

　

）     158,7

　

00,000
7504

　

-0
    8.26

件

    89.15  

　

   97.41 22

　

（株）豊有     1

　

58,859,000

　　名 （電子入札対象案
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業 者 経 歴 表

技　術

職員数

1684－0 千円 人 千円

橋本建設（株） 10 142,234 豊中市

備考

長谷北橋改修工事
45,000

件　　名 千里園熊野田線（寺内中央橋）改修工事

業　　　者　　　名 資　本　金 主な工事経歴 請負金額 発注者
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件名 千里園熊野田線（寺内中央橋）改修工事 場所 豊中市　寺内1丁目地内外

寺

内

二

丁

目

寺

内

一

丁

目

寺

内
橋

真

珠
橋

大阪 セン チュ リー

交響 楽団

新

宮

池

う

ず

わ

池

高

川

東

中

央

広

場

野 外 音 楽 堂

東

寺

内

町

国
　
　
道
　
　
４
２
３
　
　
号

北

大

阪

急

行

電

鉄

緑地 公園 駅

寺内 郵便 局
寺内 北公 園

寺 内 配 水 場

特別 養護 老人 ホー ム
豊中 あい わ苑

凡　例

　　　　　　　今回施工箇所
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市議案第６３号 

   動産の買入れについて 

 

 次のとおり動産を買い入れるものとする。 

 

 

  令和５年（２０２３年）５月３１日提出 

 

 

                 豊中市長  長 内 繁 樹  

 

 

記 

 

動  産  名 買 入 れ 金 額 買 入 れ 先 

 

 

フ リ ー ア ド レ ス 什 器 

 

 

 24,522,300 円 ナニワ商事株式会社 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

 上記の動産を買い入れたいので、議会の議決に付すべき契約及び財産の

取得又は処分並びに重要な公の施設に関する条例第３条の規定により提案

するものである。  
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　から

　まで

No. 第３回 （円） 第４回 （円） 落札比率

1
87.93%

2

3

5

6

7

9

10
　　　　　　　　　　　　　　　　　　57420-0
 （株）Ｇｏｏｄ　Ｈｉｌｌ

辞退


　　　　　　　　　　　　　　　　　　51862-0
 （株）文錦堂

　　　　　　　　　　　　　　　　　　52285-0
 （株）ヤマテック

辞退

辞退


8備　　　　　　　　　　考

概　　　　　　　　　要
 フリーアドレス什器の調達

　　　　　　　　　　　　　　　　　　50188-0
 （株）伊勢屋

辞退


　　　　　　　　　　　　　　　　　　50437-0
 （株）文学館

辞退


　　　　　　　　　　　　　　　　　　51186-0
 （株）タニ商事

辞退


落札
22,293,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　50674-0
 （株）オリオン商会

4
　　　　　　　　　　　　　　　　　　50059-0
 （株）豊文堂

 第１入札室

合　算　又　は　按　分　状　況 業 者 名 及 び 入 札 経 過 第１回 （円）

辞退

第２回 （円）

予定価格（税抜） 非公表 最低制限価格（税抜） 設定なし 落札金額は、入札金額に消費税を加算したもの。
入　　　　　札

25,290,000

 大阪府豊中市玉井町２－２－５

予定価格（税込） 非公表 最低制限価格（税込） 設定なし 落 札 金 額 24,522,300

2,229,300

　　　　　　　　　　　　　　　　　　50194-0
 ナニワ商事（株）

種別  スチール・木製家具

契　約　金　額 24,522,300 契　約　業　者
所　　在　　地

 令和 5 年  4 月  17 日 午後   2 時 00 分電　　　　　送

入 札 結 果 表 　件　　　　名 　　　　

契約方法

場　　　　　　　　　所

 フリーアドレス什器

 仕様書の通り

担　当　部　（局）　課　（室）

 総務部 行政総務課

契 約 業 者 名  ナニワ商事（株）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　50074-0
 川原教材社 23,500,000

仮　契　約　日 令和 5年  5 月 11 日

指名競争入札
落札

本契約締結日

令和5年11月3日

（内消費税額）

履行期間

 令和 5 年  4 月  27 日 午前  11 時 00 分
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業者経歴表

千円

 ナニワ商事（株）

件　　名  フリーアドレス什器

業　　　者　　　名 資　本　金 主な経歴 備考発注者

10,000
 フリーアドレス什器（令和4年度）

50194-0

請負金額

12,100,000 豊中市
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件名

No 品名 規格 数量 単位

1 ミーティングテーブル 天板ナチュラルオーク×脚ホワイト（W1800×D900×H720） 3 台

2 ミーティングテーブル 天板ナチュラルオーク×脚ブラック（W1800×D900×H720） 2 台

3 ミーティングテーブル 天板ナチュラルオーク×脚ホワイト（W1800×D750×H720） 1 台

4 ミーティングテーブル 天板ナチュラルオーク×脚ブラック（W1800×D750×H720） 1 台

5 ミーティングテーブル 天板ナチュラルオーク×脚ホワイト（W1500×D750×H720） 1 台

6 ミーティングテーブル 天板ナチュラルオーク×脚ブラック（W1500×D750×H720） 1 台

7 ミーティングテーブル 天板ナチュラルオーク×脚ブラック（W1500×D900×H720） 1 台

8 事務テーブル（一人用） ナチュラルオーク 23 台

9 事務テーブル（二人用） ナチュラルオーク（横幅1000） 81 台

10 事務テーブル（二人用） ナチュラルオーク（横幅1200） 27 台

11 事務テーブル（三人用） ナチュラルオーク 1 台

12 デスクワゴン ホワイト 18 台

13 パーソナルロッカー 2列2段　ホワイト　ダイヤル錠 12 台

14 パーソナルロッカー 2列3段　ホワイト　ダイヤル錠 27 台

15 パーソナルロッカー 2列4段　ホワイト　ダイヤル錠 5 台

16 パーソナルロッカー用天板 ナチュラルオーク 5 台

17 引違棚 ホワイト 20 台

18 引違棚（ハイタイプ） ホワイト 12 台

19 収納庫　両開き扉　上置き ホワイト 4 台

20 収納庫　2段　下置き ホワイト 4 台

フリーアドレス什器
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